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(57)【要約】
　色変化材料上に可視光を放射することにより、色変化
材料の色変化を監視し、色変化材料と接触している呼吸
流のＣＯ２レベルを求めることによって、呼吸流を監視
する方法を提供することができる。関連するデバイス、
システム及び方法についても開示される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放射された可視光を呼吸回路に与えるように構成される可視光エミッタ回路と、
　前記放射された可視光の第１の部分を受光するように構成される第１の可視光センサ回
路と、
　前記放射された可視光の第２の部分を受光するように構成される第２の可視光センサ回
路と、
　前記可視光エミッタ回路と前記第１の可視光センサ回路と前記第２の可視光センサ回路
とに結合されるプロセッサ回路であって、前記放射された可視光の前記第１の部分及び前
記第２の部分に基づいて前記呼吸回路内の呼吸流のＣＯ２レベルを求めるように構成され
る、プロセッサ回路と
　を備えてなるデバイス。
【請求項２】
　前記第１の可視光センサ回路は、前記放射された可視光の前記第１の部分に基づいて、
前記ＣＯ２レベルの色指示として前記プロセッサ回路に反応信号を与えるように構成され
る、請求項１に記載のデバイス。
【請求項３】
　前記第２の可視光センサ回路は、前記放射された可視光の前記第２の部分に基づいて、
前記ＣＯ２レベルにかかわらず、色指示として前記プロセッサ回路に基準信号を与えるよ
うに構成される、請求項１に記載のデバイス。
【請求項４】
　前記基準信号は、周囲光基準成分及び色基準成分を含むものである、請求項３に記載の
デバイス。
【請求項５】
　前記第１の可視光センサ回路は、前記放射された可視光の前記第１の部分に基づいて、
前記ＣＯ２レベルの色指示として前記プロセッサ回路に反応信号を与えるように構成され
、
　前記第２の可視光センサ回路は、前記放射された可視光の前記第２の部分に基づいて、
前記ＣＯ２レベルにかかわらず、色指示として前記プロセッサ回路に基準信号を与えるよ
うに構成される、請求項１に記載のデバイス。
【請求項６】
　前記プロセッサ回路は、前記基準信号を適用して、前記呼吸回路内の周囲光に関して前
記反応信号を補償するように構成される、請求項５に記載のデバイス。
【請求項７】
　前記プロセッサ回路は、前記呼吸回路内の前記ＣＯ２レベルに反応して小さな色変化指
示を与える前記基準信号を前記反応信号に適用するように構成される、請求項６に記載の
デバイス。
【請求項８】
　前記プロセッサ回路は、前記ＣＯ２レベルにかかわらず前記色指示を前記反応信号と比
較して、メンテナンス指示を与えるように構成される、請求項５に記載のデバイス。
【請求項９】
　前記可視光エミッタ回路は、前記呼吸回路の第１の側に位置し、前記第１の可視光セン
サ回路及び前記第２の可視光センサ回路は、前記第１の側とは反対にある、前記呼吸回路
の第２の側に位置する、請求項１に記載のデバイス。
【請求項１０】
　前記可視光エミッタ回路並びに前記第１の可視光センサ回路及び前記第２の可視光セン
サ回路は、前記呼吸回路の第１の側に位置し、互いに離間して配置され、前記デバイスは
、
　前記第１の側とは反対にある、前記呼吸回路の第２の側に、前記放射された可視光を前
記可視光エミッタ回路から前記第１の可視光センサ回路及び前記第２の可視光センサ回路
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に反射するように位置決めされる反射体を更に備える、請求項１に記載のデバイス。
【請求項１１】
　前記第１の可視光センサ回路及び前記第２の可視光センサ回路の上に重なる、前記呼吸
回路内の色変化材料を更に備え、前記放射された可視光は前記色変化材料の第１の表面に
突き当り、前記放射された可視光の前記第１の部分及び前記第２の部分は前記色変化材料
の第２の表面を出て、前記第１の可視光センサ回路及び前記第２の可視光センサ回路にそ
れぞれ突き当たる、請求項１に記載のデバイス。
【請求項１２】
　前記色変化材料は、前記ＣＯ２レベルに基づいて第１の色を指示するように構成される
少なくとも１つの反応部分と、前記ＣＯ２レベルにかかわらず第２の色を指示するように
構成される非反応部分とを備える、請求項１１に記載のデバイス。
【請求項１３】
　前記反応部分及び前記非反応部分は、前記色変化材料上で互いに分離され、前記反応部
分は前記第１の可視光センサ回路の上に重なり、前記非反応部分は前記第２の可視光セン
サ回路の上に重なる、請求項１２に記載のデバイス。
【請求項１４】
　前記プロセッサ回路は、前記放射された可視光の前記第１の部分の少なくとも２つの色
成分の比較に基づいて、前記ＣＯ２レベルを求めるように構成される、請求項１に記載の
デバイス。
【請求項１５】
　前記少なくとも２つの色成分は、赤色及び緑色、又は赤色及び青色を含む、請求項１４
に記載のデバイス。
【請求項１６】
　前記プロセッサ回路は、前記第１の可視光センサ回路からの周囲信号を用いて前記第２
の可視光センサ回路からの信号を調整し、前記信号内に含まれる周囲光成分を補償するこ
とにより、前記ＣＯ２レベルを求めるように構成される、請求項１２に記載のデバイス。
【請求項１７】
　前記プロセッサ回路は、前記第２の可視光センサ回路からの色成分信号を前記第１の可
視光センサ回路からの色成分信号と比較することによって前記反応部分の機能性を判断す
るように構成される、請求項１２に記載のデバイス。
【請求項１８】
　前記呼吸回路に結合し、前記呼吸流を与えるように構成されるポンプを更に備える、請
求項１に記載のデバイス。
【請求項１９】
　前記可視光エミッタ回路及び前記可視光センサ回路は前記呼吸流から遠隔しており、前
記デバイスは、
　前記色変化材料から前記可視光エミッタ回路まで、及び前記可視光センサ回路まで延在
する光伝送媒体を更に備える、請求項１１に記載のデバイス。
【請求項２０】
　前記呼吸回路は、前記呼吸流の少なくとも一部がその中に封入される導管を備える、請
求項１に記載のデバイス。
【請求項２１】
　前記導管は、前記呼吸流の外側にある周囲環境に対して開放されている、請求項２０に
記載のデバイス。
【請求項２２】
　前記呼吸回路は、前記ＣＯ２レベルが求められる被検者の気道に直接結合するように構
成される導管を備える、請求項１に記載のデバイス。
【請求項２３】
　前記プロセッサ回路は、前記ＣＯ２レベルを、前記デバイスから遠隔している電子デバ
イスに通信するように構成される、請求項２０に記載のデバイス。
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【請求項２４】
　前記電子デバイスは、スマートフォン、タブレット又はＰＤＡを含む、請求項２３に記
載のデバイス。
【請求項２５】
　放射された可視光を呼吸流に与えるように構成される可視光エミッタ回路と、
　前記放射された可視光の第１の部分を受光するように構成される第１の可視光センサ回
路と、
　前記放射された可視光の第２の部分を受光するように構成される第２の可視光センサ回
路と、
　前記可視光エミッタ回路と前記第１の可視光センサ回路と前記第２の可視光センサ回路
とに結合されるプロセッサ回路であって、前記放射された可視光の前記第１の部分及び前
記第２の部分に基づいて前記呼吸流内のＣＯ２レベルを求めるように構成される、プロセ
ッサ回路と
　を備えてなるデバイス。
【請求項２６】
　前記呼吸流は呼吸回路アダプタによって封入されていないものである、請求項２５に記
載のデバイス。
【請求項２７】
　部材であって、該部材の上に少なくとも前記第１の可視光センサ回路及び前記第２の可
視光センサ回路を実装するように構成され、前記呼吸流内に位置決めされるように構成さ
れる部材を更に備える、請求項２５に記載のデバイス。
【請求項２８】
　前記部材は、前記呼吸流の外側にあり、前記ＣＯ２レベルが求められる被検者に取り付
けるように構成される先端部と、前記少なくとも第１の可視光センサ回路及び前記第２の
可視光センサ回路を取り付けるための近接部とを有する調整可能な延長部材を含む、請求
項２７に記載のデバイス。
【請求項２９】
　呼吸流を監視する装置であって、
　呼吸回路に結合し、前記呼吸流を与えるように構成される呼吸回路アダプタと、
　反応部分及び非反応部分を備える色変化材料であって、該色変化材料は、前記呼吸回路
アダプタ内で少なくとも部分的に、前記呼吸流と接触するように位置決めされる、色変化
材料と
　を備えてなる、呼吸流を監視する装置。
【請求項３０】
　前記反応部分及び前記非反応部分は前記色変化材料上で互いに分離され、前記反応部分
は前記呼吸流内のＣＯ２レベルに反応して第１の色を与えるように構成され、前記非反応
部分は、前記呼吸流内の前記ＣＯ２レベルにかかわらず、前記第１の色とは異なる第２の
色を与えるように構成される、請求項２９に記載の装置。
【請求項３１】
　前記非反応部分は、少なくとも部分的に封入された反応部分を含む、請求項３０に記載
の装置。
【請求項３２】
　前記呼吸回路アダプタは、前記呼吸流に隣接して前記呼吸回路アダプタ内に位置決めさ
れ、前記非反応部分を前記呼吸流から隔離するように構成される封入体を更に備える、請
求項２９に記載の装置。
【請求項３３】
　前記呼吸回路アダプタは、前記呼吸流の外側に前記非反応部分を位置決めするように構
成され、前記呼吸流に隣接して前記呼吸回路アダプタ内に前記反応部分を位置決めするよ
うに構成される、前記呼吸回路への開口部を更に備える、請求項２９に記載の装置。
【請求項３４】
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　前記非反応部分は抑制された反応部分を含む、請求項３０に記載の装置。
【請求項３５】
　前記非反応部分は前記呼吸流の外側にある外部反応部分を含む、請求項３０に記載の装
置。
【請求項３６】
　前記反応部分は触媒を含み、前記非反応部分は前記触媒を実質的に含まない、請求項３
０に記載の装置。
【請求項３７】
　前記呼吸回路アダプタは前記呼吸流の外側に前記非反応部分を保持するように構成され
る少なくとも１つの保持機構を含む、請求項３０に記載の装置。
【請求項３８】
　呼吸流を監視する装置であって、
　放射された可視光を呼吸回路の中に与えるように構成される可視光エミッタ回路と、
　前記放射された可視光の第１の部分を受光するように構成される第１の可視光センサ回
路と、
　前記放射された可視光の第２の部分を受光するように構成される第２の可視光センサ回
路と、
　前記可視光エミッタ回路と、前記第１の可視光センサ回路及び前記第２の可視光センサ
回路とに結合されるプロセッサ回路であって、該プロセッサ回路は、前記放射された可視
光の前記第１の部分及び前記第２の部分に基づいて前記呼吸回路内の前記呼吸流のＣＯ２

レベルを求めるように構成される、プロセッサ回路と、
　前記呼吸回路に結合し、前記呼吸流を与えるように構成されるポンプと
　を備えてなる、呼吸流を監視する装置。
【請求項３９】
　呼吸流のＣＯ２レベルを求める方法であって、
　可視光を前記呼吸流の中に電子的に放射するステップであって、放射された可視光を前
記呼吸流と接触している色変化材料の少なくとも一部に与える、放射するステップと、
　前記放射された可視光に反応して前記色変化材料の反応部分によって生成される第１の
色を電子的に検知するステップと、
　前記放射された可視光に反応して色変化材料の非反応部分によって生成される第２の色
を電子的に検知するステップと、
　前記第１の色及び前記第２の色に基づいて前記呼吸流の前記ＣＯ２レベルを求めるステ
ップと
　を含んでなる、呼吸流のＣＯ２レベルを求める方法。
【請求項４０】
　前記第１の色を電子的に検知するステップは、前記色変化材料の前記反応部分を通り抜
ける前記放射された可視光の第１の部分を、前記第１の色の指示として電子的に検知する
ことを含み、
　前記放射された可視光の前記第１の部分に基づいて前記ＣＯ２レベルの指示としてプロ
セッサ回路に反応信号を与えるステップを更に含む、請求項３９に記載の方法。
【請求項４１】
　前記第２の色を電子的に検知するステップは、前記色変化材料の前記非反応部分を通り
抜ける前記放射された可視光の第２の部分を、前記第２の色の指示として電子的に検知す
ることを含み、
　前記反応信号を補償する基準信号を前記プロセッサ回路に与えるステップを更に含む、
請求項４０に記載の方法。
【請求項４２】
　前記呼吸流の前記ＣＯ２レベルを求めるステップは、
　前記第１の色の第１の色成分を求めることと、
　前記第２の色の第２の色成分を求めることと、
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　前記第１の色成分の互いの第１の色比を求めるとともに、前記第２の色成分の互いの第
２の色比を求めることと、
　前記第１の色比及び前記第２の色比に基づいて、前記色変化材料の前記反応部分の機能
性を判断することと、
　を更に含む、請求項４１に記載の方法。
【請求項４３】
　前記呼吸流の前記ＣＯ２レベルを求めるステップは、
　前記第２の色に関連付けられる第２の周囲光成分を用いて前記第１の色における第１の
周囲光成分を低減することを更に含む、請求項４１に記載の方法。
【請求項４４】
　前記第２の周囲光成分は、前記第２の色に関連付けられるクリアチャネル信号、又は該
第２の色の前記色成分の組み合わせに関連付けられるクリアチャネル信号を含む、請求項
４３に記載の方法。
【請求項４５】
　前記第１の色比及び前記第２の色比に基づいて、前記色変化材料の前記反応部分の機能
性を判断するステップは、
　前記第１の色比と前記第２の色比との間の差が所定の最小しきい値より小さいと判断す
るのに応答して、前記色変化材料の前記反応部分のためのメンテナンス指示をシグナリン
グすることを含む、請求項４２に記載の方法。
【請求項４６】
　前記第１の色の第１の色成分を求めるステップと、
　前記第２の色の第２の色成分を求めるステップと、
　前記第１の色成分の互いの第１の色比を求めるとともに、前記第２の色成分の互いの第
２の色比を求めるステップと、
　前記第１の色比及び前記第２の色比の定期的な判断に基づいて前記呼吸流に関連付けら
れる呼吸速度を求めるステップであって、前記呼吸流の少なくとも１つの完全な呼吸サイ
クルに関連付けられるデータセットを与える、求めるステップと
　を更に含む、請求項４１に記載の方法。
【請求項４７】
　前記呼吸流の前記ＣＯ２レベルを求めるステップは、
　前記データセット内の前記第１の色比の中の直接隣り合うピーク－ピーク値に基づいて
、及び／又は前記データセット内の第１の色比の最小値に基づいて、前記ＣＯ２レベルを
求めることを更に含む、請求項４６に記載の方法。
【請求項４８】
　前記データセット内の前記第１の色比の中の直接隣り合うピーク－ピーク値に基づいて
、及び／又は前記データセット内の第１の色比の最小値に基づいて、前記ＣＯ２レベルを
求めるステップは、
　第１の呼吸速度に応答して、前記最小値より、前記直接隣り合うピーク－ピーク値に重
きを置いて、前記ＣＯ２レベルを求めることと、
　前記第１の呼吸速度より高い第２の呼吸速度に応答して、前記直接隣り合うピーク－ピ
ーク値より、前記最小値に重きを置いて、前記ＣＯ２レベルを求めることと
　を含む、請求項４７に記載の方法。
【請求項４９】
　放射された可視光を呼吸回路に与えるように構成される可視光エミッタ回路と、
　前記放射された可視光の第１の部分を受光するように構成される第１の可視光センサ回
路と、
　前記呼吸回路からの周囲可視光及び／又は前記放射された可視光の第２の部分を受光す
るように構成される第２の可視光センサ回路と、
　前記可視光エミッタ回路と、前記第１の可視光センサ回路及び前記第２の可視光センサ
回路とに結合されるプロセッサ回路であって、前記放射された可視光の前記第１の部分及
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び前記周囲可視光に基づいて、又は前記放射された可視光の前記第１の部分及び前記第２
の部分に基づいて前記呼吸回路内の呼吸流のＣＯ２レベルを求めるように構成される、プ
ロセッサ回路と
　を備えてなるデバイス。
【請求項５０】
　前記第２の可視光センサ回路は、前記呼吸回路からの前記周囲可視光と、前記放射され
た可視光の前記第２の部分とを受光するように構成され、
　前記プロセッサ回路は、前記周囲可視光と、前記放射された可視光の前記第１の部分及
び前記第２の部分とに基づいて、前記ＣＯ２レベルを求めるように構成される、請求項４
９に記載のデバイス。
【請求項５１】
　前記第２の可視光センサ回路は、前記放射された可視光の前記第２の部分を受光するこ
となく、前記呼吸回路からの前記周囲可視光を受光するように構成され、
　前記プロセッサ回路は、前記周囲可視光と、前記放射された可視光の前記第１の部分と
に基づいて、前記ＣＯ２レベルを求めるように構成される、請求項４９に記載のデバイス
。
【請求項５２】
　呼吸流を監視する際に用いるための装置であって、
　色変化材料を備えており、該色変化材料は、該色変化材料上にある反応部分であって、
該反応部分は、第１のＣＯ２レベルへの暴露に基づいて第１の色を与えるように構成され
、前記第１のＣＯ２レベルより高い第２のＣＯ２レベルへの暴露に基づいて前記第１の色
から第１の色範囲を通って第２の色に変化するように構成される、反応部分と、
　前記色変化材料上で前記反応部分から離間して配置される非反応部分であって、該非反
応部分は、第１のＣＯ２レベルへの暴露に基づいて第１の色を与えるように構成され、前
記第２のＣＯ２レベルへの暴露に基づいて、前記第１の色から前記第１の色範囲より狭い
第２の色範囲を通って第３の色に変化するように構成される、非反応部分と
　を含んでなる、呼吸流を監視する際に用いるための装置。
【請求項５３】
　前記反応部分は色変化指標を含み、前記非反応部分は前記色変化指標を含まないもので
ある、請求項５２に記載の装置。
【請求項５４】
　前記反応部分及び前記非反応部分はそれぞれ、アルカリ性材料を含む色変化指標を備え
、前記非反応部分内の前記アルカリ性材料の量は、前記反応部分より高いｐＨを前記非反
応部分に与えるように構成される、請求項５２に記載の装置。
【請求項５５】
　呼吸流を監視する際に用いるための組成物であって、
　前記呼吸流内のＣＯ２の上昇に反応して第１の色から第２の色に変化するように構成さ
れる色変化材料を含み、前記第１の色は、第２の成分より多くの第１の成分を、又は第３
の成分より多くの第１の成分を含み、前記第２の色は前記第２の成分より少ない前記第１
の成分を、又は前記第３の成分より少ない前記第１の成分を含む、呼吸流を監視する際に
用いるための組成物。
【請求項５６】
　呼吸流を監視する際に用いるための組成物であって、
　前記呼吸流内のＣＯ２の上昇に反応して第１の色から第２の色に変化するように構成さ
れる色変化材料を含み、前記第１の色及び前記第２の色の１つの成分と前記第１の色及び
前記第２の色の別の成分との比がＣＯ２のレベルの上昇時に高くなる、呼吸流を監視する
際に用いるための組成物。
【請求項５７】
　第１の成分は青色を含み、第２の成分は赤色又は緑色を含むものである、請求項５６に
記載の組成物。
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【請求項５８】
　組成物であって、
　該組成物の重量比で０．０００１％～０．１％の量において存在する色素と、
　該組成物の重量比で０．５％～１０％の量において存在する緩衝液と、
　該組成物の重量比で０．１％～１０％の量において存在するアルカリ性材料と、
　色に関する反応を高めるように構成され、該組成物の重量比で０．０１％～２％の量に
おいて存在する窒素含有化合物と
　を含んでなる組成物。
【請求項５９】
　前記組成物の重量比で５％～５０％の量において存在する吸水性成分を更に含む、請求
項５８に記載の組成物。
【請求項６０】
　１ｐｐｍ～１０００ｐｐｍの量において存在する抗菌添加剤を更に含む、請求項５８に
記載の組成物。
【請求項６１】
　前記組成物の重量比で０．１％～１％の量において存在する表面改質添加剤を更に含む
、請求項５８に記載の組成物。
【請求項６２】
　前記窒素含有化合物は、アミン、第４級アンモニウム化合物、アミノ酸、アミノ酸誘導
体、及びそれらの任意の組み合わせから選択される、請求項５８に記載の組成物。
【請求項６３】
　色変化材料であって、
　基層と、
　請求項５８に記載の組成物と
　を備えており、
　前記組成物は、前記基層の少なくとも一部と接触している、色変化材料。
【請求項６４】
　前記色変化材料は、乾燥しているか、又は部分的に水和している、請求項６３に記載の
色変化材料。
【請求項６５】
　前記基層は光学的に透過性である、請求項６３に記載の色変化材料。
【請求項６６】
　二酸化炭素に反応する色変化材料と、
　二酸化炭素に実質的に反応しない基準材料と
　を含んでなる、二酸化炭素指標。
【請求項６７】
　前記色変化材料及び前記基準材料は、実質的に同じ条件に暴露されるように構成される
、請求項６６に記載の二酸化炭素指標。
【請求項６８】
　前記色変化材料は、少なくとも１つの二酸化炭素濃度との接触に反応して第１の色から
第２の色に変化し、前記第１の色に戻るように構成される、請求項６６に記載の二酸化炭
素指標。
【請求項６９】
　前記色変化材料は、少なくとも２つの連続した二酸化炭素濃度との接触に反応し、毎分
１回～６０回、第１の色から第２の色に変化し、前記第１の色に戻るように構成される、
請求項６６に記載の二酸化炭素指標。
【請求項７０】
　動作時に、前記色変化材料及び前記基準材料は、より高いＣＯ２濃度を有する第２のＣ
Ｏ２濃度と接触する前に、第１のＣＯ２濃度において実質的に同じ色である、請求項６６
に記載の二酸化炭素指標。
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【請求項７１】
　前記基準材料は色素を含み、該色素を抑制することによって二酸化炭素に反応しないよ
うに構成される、請求項６６に記載の二酸化炭素指標。
【請求項７２】
　前記色変化材料の少なくとも一部は、特定の明度及び色相の第１の色を与えるように構
成され、前記基準材料は、前記第１の色と実質的に同じ明度及び色相である第２の色に印
刷される、請求項６６に記載の二酸化炭素指標。
【請求項７３】
　少なくとも一部が二酸化炭素に反応する二酸化炭素指標と、
　前記二酸化炭素指標を取り付けている支持部材と、
　外部二酸化炭素から前記二酸化炭素指標を分離するように構成される保存袋と
　を備えてなるキット。
【請求項７４】
　前記キットは少なくとも１年の保存寿命を有するものである、請求項７３に記載のキッ
ト。
【請求項７５】
　前記支持部材は呼吸回路を含むものである、請求項７３に記載のキット。
【請求項７６】
　被検者の呼吸流内の二酸化炭素レベルを求める方法であって、
　前記呼吸流を請求項６３に記載の色変化材料と接触させるステップと、
　前記色変化材料上に可視光を放射することによって前記色変化材料の色変化を監視する
ステップであって、それにより、前記色変化材料と接触している前記呼吸流の二酸化炭素
レベルを求める、監視するステップと
　を含んでなる、被検者の呼吸流内の二酸化炭素レベルを求める方法。
【請求項７７】
　放射された可視光を呼吸回路に与えるように構成される可視光エミッタ回路と、
　前記放射された可視光の第１の部分を受光するように構成される第１の可視光センサ回
路と、
　前記可視光エミッタ回路と、前記第１の可視光センサ回路とに結合されるプロセッサ回
路であって、前記放射された可視光の前記第１の部分に基づいて、前記呼吸回路内の呼吸
流のＣＯ２レベルを求めるように構成される、プロセッサ回路と
　を備えてなるデバイス。
【請求項７８】
　前記第１の可視光センサ回路は、前記放射された可視光の前記第１の部分に基づいて、
前記ＣＯ２レベルの色指示として前記プロセッサ回路に反応信号を与えるように構成され
る、請求項７７に記載のデバイス。
【請求項７９】
　前記可視光エミッタ回路は、前記呼吸回路の第１の側に位置し、前記第１の可視光セン
サ回路は、前記第１の側とは反対にある、前記呼吸回路の第２の側に位置する、請求項７
７に記載のデバイス。
【請求項８０】
　前記可視光エミッタ回路及び前記第１の可視光センサ回路は、前記呼吸回路の第１の側
に位置しており、前記デバイスは、
　前記第１の側とは反対にある、前記呼吸回路の第２の側に、前記放射された可視光を前
記可視光エミッタ回路から前記第１の可視光センサ回路に反射するように位置決めされる
反射体を更に備える、請求項７７に記載のデバイス。
【請求項８１】
　前記第１の可視光センサ回路の上に重なる、前記呼吸回路内の色変化材料を更に備え、
前記放射された可視光は前記色変化材料の第１の表面に突き当り、前記放射された可視光
の前記第１の部分は前記色変化材料の第２の表面を出て、前記第１の可視光センサ回路に
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突き当たる、請求項７７に記載のデバイス。
【請求項８２】
　前記プロセッサ回路は、前記放射された可視光の前記第１の部分の少なくとも２つの色
成分の比較に基づいて、前記ＣＯ２レベルを求めるように構成される、請求項７７に記載
のデバイス。
【請求項８３】
　前記少なくとも２つの色成分は、赤色及び緑色、又は赤色及び青色を含む、請求項８２
に記載のデバイス。
【請求項８４】
　前記呼吸回路に結合し、前記呼吸流を与えるように構成されるポンプを更に備える、請
求項７７に記載のデバイス。
【請求項８５】
　前記可視光エミッタ回路及び前記第１の可視光センサ回路は、前記呼吸流から遠隔して
おり、前記デバイスは、
　前記色変化材料から前記可視光エミッタ回路まで、及び前記第１の可視光センサ回路ま
で延在する光伝送媒体を更に備える、請求項８１に記載のデバイス。
【請求項８６】
　前記呼吸回路は、前記呼吸流の少なくとも一部がその中に封入される導管を備える、請
求項７７に記載のデバイス。
【請求項８７】
　前記導管は、前記呼吸流の外側にある周囲環境に対して開放されている、請求項８６に
記載のデバイス。
【請求項８８】
　前記呼吸回路は、前記ＣＯ２レベルが求められる被検者の気道に直接結合するように構
成される導管を備える、請求項７７に記載のデバイス。
【請求項８９】
　前記プロセッサ回路は、前記ＣＯ２レベルを、前記デバイスから遠隔している電子デバ
イスに通信するように構成される、請求項８６に記載のデバイス。
【請求項９０】
　前記電子デバイスは、スマートフォン、タブレット又はＰＤＡを含む、請求項８９に記
載のデバイス。
【請求項９１】
　放射された可視光を呼吸流に与えるように構成される可視光エミッタ回路と、
　前記放射された可視光の第１の部分を受光するように構成される第１の可視光センサ回
路と、
　前記可視光エミッタ回路と、前記第１の可視光センサ回路とに結合されるプロセッサ回
路であって、前記放射された可視光の前記第１の部分に基づいて前記呼吸回路内の呼吸流
のＣＯ２レベルを求めるように構成される、プロセッサ回路と
　を備えてなるデバイス。
【請求項９２】
　前記呼吸流は、呼吸回路アダプタによって封入されない、請求項９１に記載のデバイス
。
【請求項９３】
　部材であって、該部材の上に少なくとも前記第１の可視光センサ回路を実装するように
構成され、前記呼吸流内に位置決めされるように構成される部材を更に備える、請求項９
１に記載のデバイス。
【請求項９４】
　前記部材は、前記呼吸流の外側にあり、前記ＣＯ２レベルが求められる被検者に取り付
けるように構成される先端部と、前記少なくとも第１の可視光センサ回路を取り付けるた
めの近接部とを有する調整可能な延長部材を含む、請求項９２に記載のデバイス。
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【請求項９５】
　呼吸流を監視する装置であって、
　呼吸回路に結合し、前記呼吸流を与えるように構成される呼吸回路アダプタと、
　反応部分を備える色変化材料であって、該色変化材料は、前記呼吸回路アダプタ内で少
なくとも部分的に、前記呼吸流と接触するように位置決めされる、色変化材料と
　を備えてなる、呼吸流を監視する装置。
【請求項９６】
　呼吸流を監視する装置であって、
　放射された可視光を呼吸回路の中に与えるように構成される可視光エミッタ回路と、
　前記放射された可視光の第１の部分を受光するように構成される第１の可視光センサ回
路と、
　前記可視光エミッタ回路と、前記第１の可視光センサ回路とに結合されるプロセッサ回
路であって、前記プロセッサ回路は、前記放射された可視光の前記第１の部分に基づいて
前記呼吸回路内の前記呼吸流のＣＯ２レベルを求めるように構成される、プロセッサ回路
と、
　前記呼吸回路に結合し、前記呼吸流を与えるように構成されるポンプと
　を備えてなる、呼吸流を監視する装置。
【請求項９７】
　呼吸流のＣＯ２レベルを求める方法であって、
　可視光を前記呼吸流の中に電子的に放射するステップであって、放射された可視光を前
記呼吸流と接触している色変化材料の少なくとも一部に与える、放射するステップと、
　前記放射された可視光に反応して色変化材料の反応部分によって生成される第１の色を
電子的に検知するステップと、
　前記第１の色に基づいて前記呼吸流の前記ＣＯ２レベルを求めるステップと
　を含んでなる、呼吸流のＣＯ２レベルを求める方法。
【請求項９８】
　前記第１の色を電子的に検知するステップは、前記色変化材料の前記反応部分を通り抜
ける前記放射された可視光の第１の部分を、前記第１の色の指示として電子的に検知する
ことを含み、
　前記放射された可視光の前記第１の部分に基づいて前記ＣＯ２レベルの指示としてプロ
セッサ回路に反応信号を与えるステップを更に含む、請求項９７に記載の方法。
【請求項９９】
　前記呼吸流の前記ＣＯ２レベルを求めるステップは、
　前記第１の色の第１の色成分を求めることと、
　前記第１の色成分の互いの第１の色比を求めることと
　を更に含む、請求項９８に記載の方法。
【請求項１００】
　前記第１の色の第１の色成分を求めるステップと、
　前記第１の色成分の互いの第１の色比を求めるステップと、
　前記第１の色比の定期的な判断に基づいて前記呼吸流に関連付けられる呼吸速度を求め
るステップであって、前記呼吸流の少なくとも１つの完全な呼吸サイクルに関連付けられ
るデータセットを与える、求めるステップと
　を更に含む、請求項９８に記載の方法。
【請求項１０１】
　前記呼吸流の前記ＣＯ２レベルを求めるステップは、
　前記データセット内の前記第１の色比の中の直接隣り合うピーク－ピーク値に基づいて
、及び／又は前記データセット内の第１の色比の最小値に基づいて、前記ＣＯ２レベルを
求めることを更に含む、請求項１００に記載の方法。
【請求項１０２】
　前記データセット内の前記第１の色比の中の直接隣り合うピーク－ピーク値に基づいて
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、及び／又は前記データセット内の第１の色比の最小値に基づいて、前記ＣＯ２レベルを
求めるステップは、
　第１の呼吸速度に応答して、前記最小値より、前記直接隣り合うピーク－ピーク値に重
きを置いて、前記ＣＯ２レベルを求めることと、
　前記第１の呼吸速度より高い第２の呼吸速度に応答して、前記直接隣り合うピーク－ピ
ーク値より、前記最小値に重きを置いて、前記ＣＯ２レベルを求めることと
　を含む、請求項１０１に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はガスレベルの測定、より具体的には、呼吸ガスを測定することに関する。
【０００２】
［関連出願への相互参照］
　本出願は、２０１２年９月１０日に出願された「Methods, Devices, Systems, and Com
positions for Detecting Gases」と題する米国特許出願第１３／６０９，０２４号及び
２０１２年３月１２日に出願された「Methods and Apparatus for Detecting Carbon Dio
xide Levels」と題する米国仮特許出願第６１／６０９，６０３号の優先権を主張し、そ
れらの開示はそれぞれ引用することにより本明細書の一部をなすものとする。
【背景技術】
【０００３】
　初期対応者、呼吸療法士及び救急救命士は種々の条件下で、かつ強制的に緊急咽頭鏡検
査及び挿管を実行する。保護しながら実行可能な（viable and protected）気道を確保す
ることは、蘇生に成功する最も重要なステップのうちの１つである。多くの場合に、気道
操作及び機器使用は未熟な又はあまり訓練されていない人員によって準最適な条件で実行
される。これらの手順は、結果として食道挿管が生じる場合には大参事を招くおそれがあ
り、認識されないまま放置された場合には、低酸素症、無酸素症及び心肺停止を引き起こ
す。
【０００４】
　カプノグラフィ、すなわち、呼気又は人工呼吸ガス中のＣＯ２の測定は、数年にわたっ
て手術室環境において一般的に用いられてきた。カプノグラフィは、検出されないまま扱
われた場合には低酸素症につながるおそれがある状況を容易に特定する。例えば、ＣＯ２

測定デバイスの１つの用途は、全身麻酔中に適切な気管内チューブ配置を確認することで
ある。不適切な配置を特定することによって、医療提供者は、その際、低酸素症が実際に
深刻な脳障害につながるおそれがある前に、潜在的な低酸素症条件を矯正することができ
る。最近になって、カプノグラフィの用途は、救急処置室、集中治療室、内視鏡一式、Ｘ
線検査一式及び大参事（例えば、交通事故又は産業災害）における初期対応者を含むよう
に、手術室の場の外にも広がってきた。
【０００５】
　気管内チューブ配置を収集するための現在の標準治療は、複数の確認方法を要求し、そ
のうちの１つが二酸化炭素検出器とすることができる。しかしながら、通常、適切な配置
を確認するために用いられる方法は、カプノグラフィ波形モニタである。残念なことに、
このモニタは、手術室等の高度に制御された環境においてのみ機能することができる複雑
な電子デバイスであることがある。多くの場合に、これらのデバイスは、これらの手順が
必要な場合がある場所において利用できないか、適していないか、又は適応しない。
【０００６】
　他のタイプの気管内チューブ配置確認は、使い捨て比色検出器とすることができる。こ
のタイプの検出器は、ＣＯ２を含む呼息ガスに暴露されるときに、装置又は試験紙の目に
見える色の変化を介してＣＯ２の存在を確認する。このデバイスは、デバイス内に含まれ
る試薬含有基層の色シフトを引き起こす化学変化を介してＣＯ２を検出する。
【０００７】
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　比色検出器は、一般的にＣＯ２の存否の定性的指標として有用である。呼吸ガスサンプ
ル内のＣＯ２の定性的検出のための種々の方法が開示されてきた。しかしながら、これら
のデバイスには、心肺蘇生及び／又は換気等の種々の患者処置中に有用なフィードバック
を与えることができないという限界がある場合がある。これらの簡単な検出器は、呼吸ガ
ス内にＣＯ２が存在するか又は存在しないかに関する簡単なゲート判定を知らせること以
外に、患者の結果に付加価値を与えることはできない。
【０００８】
　呼吸の最後におけるＣＯ２濃度は、呼気終末二酸化炭素濃度（ＰＥＴＣＯ２）を表すこ
とができる。心拍出量及び肺血流量が減少する結果として、ＰＥＴＣＯ２も減少する可能
性がある。それに対応して、心拍出量及び肺血流量が増加する結果として、肺胞の潅流が
良好になり、ＰＥＴＣＯ２が上昇する。心拍出量とＰＥＴＣＯ２との間の関係は、対数関
数であると確定された。それゆえ、カプノグラフィは、主要パルスが存在しない場合であ
っても、肺血流量の存在を検出することができ、心調律の変化によって引き起こされる肺
血流量の変化を指示することができる。初期データサンプルは、ＰＥＴＣＯ２が冠動脈潅
流圧と相関がある場合があることを明らかにする。潅流圧とＰＥＴＣＯ２との間のこの相
関はＰＥＴＣＯ２と心拍出量との間の関係に続発する可能性が高い。
【０００９】
　カプノグラフィ測定値は、心停止の結果を予測するために評価されてきた。１２７人の
患者が関係する研究によれば、蘇生中にＰＥＴＣＯ２が１０ｍｍＨｇ未満であった患者は
１人しか生き延びて退院しなかったことが明らかになった。院外非外傷性心停止の１３９
人の成人犠牲者が関係する別の前向き調査では、初期蘇生時に平均ＰＥＴＣＯ２が１０ｍ
ｍＨｇ未満であった患者は誰も生き残らなかった。これらの研究の分析から、ＰＥＴＣＯ

２は、心肺蘇生（ＣＰＲ）の蘇生及び結果に相関する可能性があると結論付けられた。さ
らに、この環境におけるカプノグラフィの別の応用形態は、ＣＰＲ中に胸部圧迫を最適化
するためにフィードバックを与えることである。ＰＥＴＣＯ２を監視することは、結果と
して準最適な心拍出量が生じる可能性がある疲労に続発する不十分な胸部圧迫を検出する
ことができる。
【００１０】
　カプノグラフィは、外傷性犠牲者の蘇生中に次第に受け入れられつつある。ＰＥＴＣＯ

２は、心拍出量の変化を反映するので、外傷性生理学のマーカである。最近になって、１
９１人の鈍的外傷患者が関係する研究によって、ＰＥＴＣＯ２が大外傷からの結果を予測
するのに有用な場合があることが明らかになった。この調査では、ＰＥＴＣＯ２が１０ｍ
ｍＨｇ未満である患者のうちの５％だけが生き延びて退院した。他の研究によれば、入院
前の大外傷の犠牲者において最適な換気を与えるのにカプノグラフィが有用であることが
わかった。カプノグラフィを用いて監視された患者は、カプノグラフィを用いて管理され
なかった患者に比べて、統計的に著しく高い正常換気発生率（血液中の正常なＣＯ２レベ
ル）を有した（６３．２％ｖｓ．２０％ｐ＜０．０００１）。
【００１１】
　幾つかの従来のＣＯ２検出器は、まとめて「化学レジスタ」と呼ばれる電気化学検出デ
バイスを利用する。そのようなデバイスは、オーム抵抗の変化を受けることによって、対
象化学種の吸収に反応する。数多くの化学レジスタ設計において、オーム抵抗の変化は、
吸収された種を測定するための定量的根拠を与えることができる。化学レジスタは一般的
に絶縁性基板から構成することができ、少なくとも１つの表面がその上に離間して配置さ
れる２つ以上の導電性電極層を有する。これらの電極は、金属層を含むことがあり、互い
に入り込む幾何学的形状を有することができる。化学抵抗層又は「インク」が２つ以上の
電極層を覆うことができ、対象となる被分析種を引き寄せる「吸収体」としての役割を果
たす。電極に印加される電圧が、化学抵抗性インク層内に電流の流れを引き起こすことに
なる。この電流の測定値が、吸収された被分析物を検出するための定量的根拠を与えるこ
とができる。
【００１２】
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　化学抵抗層によって種を吸収する結果として、層の物理的特性及び／又は化学的特性が
変化し、その結果、オーム抵抗に変化が生じる。例えば、化学抵抗インクは、高分子結合
剤内に微粉炭素粒子を含みうる。結合剤及び粒子の割合は、層が第１のオーム抵抗を有す
るように選択することができる。高分子結合剤に対して親和性を有する有機化合物を吸収
すると、層が膨張を受ける場合があり、それにより、粒子が全体的に接触しなくなるよう
に移動し、結果として、高いオーム抵抗が生じる。膨張に起因するオーム抵抗の変化は、
有機化合物に比例する場合がある。層を加熱することによって、有機化合物が脱着し、新
たな測定サイクルのために層を再生することができる。
【発明の概要】
【００１３】
　本発明による実施形態は、ガスを監視するための方法、デバイス、システム及び組成物
を提供することができる。本発明による幾つかの実施形態では、デバイスが、放射された
可視光を呼吸回路の中に与えるように構成される可視光エミッタ回路を含みうる。第１の
可視光センサ回路を、放射された可視光の第１の部分を受光するように構成することがで
き、第２の可視光センサ回路を、放射された可視光の第２の部分を受光するように構成す
ることができる。可視光エミッタ回路と第１の可視光センサ回路と第２の可視光センサ回
路とをプロセッサ回路に結合することができ、プロセッサ回路は、放射された可視光の第
１の部分及び第２の部分に基づいて呼吸回路内の呼吸流のＣＯ２レベルを求めるように構
成することができる。
【００１４】
　本発明による幾つかの実施形態では、第１の可視光センサ回路は、放射された可視光の
第１の部分に基づいて、ＣＯ２レベルの色指示としてプロセッサ回路に反応信号を与える
ように構成することができる。本発明による幾つかの実施形態では、第２の可視光センサ
回路は、放射された可視光の第２の部分に基づいて、ＣＯ２レベルにかかわらず、色指示
としてプロセッサ回路に基準となる信号を与えるように構成することができる。本発明に
よる幾つかの実施形態では、基準信号は、周囲光基準成分及び色基準成分を含みうる。
【００１５】
　本発明による幾つかの実施形態では、第１の可視光センサ回路は、放射された可視光の
第１の部分に基づいて、ＣＯ２レベルの色指示としてプロセッサ回路に反応信号を与える
ように構成することができる。第２の可視光センサ回路は、放射された可視光の第２の部
分に基づいて、ＣＯ２レベルにかかわらず、色指示としてプロセッサ回路に基準信号を与
えるように構成することができる。
【００１６】
　本発明による幾つかの実施形態では、色変化材料上に可視光を放射することにより、色
変化材料の色変化を監視し、色変化材料と接触している呼吸流のＣＯ２レベルを求めるこ
とによって、呼吸流を監視する方法を提供することができる。
【００１７】
　本発明による幾つかの実施形態では、その方法は、放射された可視光のうちの、色変化
材料から反射され、及び／又は色変化材料を透過する部分を検出するセンサを用いて、色
変化を検知することを更に含みうる。当業者によって理解されるように、幾つかの実施形
態では、放射された可視光の一部が色変化材料から反射される場合があり、放射された可
視光の一部が色変化材料を透過する場合があり、センサは一方の部分又は両方の部分を検
出するように構成することができる。放射された可視光のうちの反射された部分を検出す
るセンサを記述する一実施形態は、放射された可視光のうちの透過した部分を検出するよ
うに構成することができる。本発明による或る特定の実施形態では、その方法は、センサ
を用いて、放射された可視光のうちの、基準材料から反射された部分、及び／又は基準材
料を透過した部分を検出することを含むことがあり、基準材料は、ＣＯ２と接触している
ときでも色が変化しない場合がある。そのため、その方法は、放射された可視光のうちの
、色変化材料から反射された部分、及び／又は色変化材料を透過した部分と、放射された
可視光のうちの、基準材料から反射された部分、及び／又は基準材料を透過した部分とを
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比較することを含みうる。
【００１８】
　本発明による幾つかの実施形態では、その方法は、放射された可視光のうちの、色変化
材料から反射された成分及び／又は色変化材料を透過した成分、及び／又は放射された可
視光のうちの、基準材料から反射された成分及び／又は基準材料を透過した成分の比較に
基づいてＣＯ２レベルを求めることを更に含みうる。本発明による幾つかの実施形態では
、それらの成分は、放射された可視光のうちの、色変化材料から反射された成分及び／又
は色変化材料を透過した成分、及び／又は放射された可視光のうちの、基準材料から反射
された成分及び／又は基準材料を透過した成分のうちの少なくとも２つの色成分を含む。
本発明による幾つかの実施形態では、放射された可視光のうちの、色変化材料から反射さ
れた成分及び／又は色変化材料を透過した成分、及び／又は放射された可視光のうちの、
基準材料から反射された成分及び／又は基準材料を透過した成分のうちの少なくとも２つ
の色成分は、赤色成分、緑色成分及び青色成分を含む。
【００１９】
　本発明による幾つかの実施形態では、求めることは、放射された可視光のうちの、色変
化材料から反射された赤色成分、緑色成分及び青色成分、及び／又は色変化材料を透過し
た赤色成分、緑色成分及び青色成分、及び／又は放射された可視光のうちの、基準材料か
ら反射された赤色成分、緑色成分及び青色成分、及び／又は基準材料を透過した赤色成分
、緑色成分及び青色成分のうちの少なくとも２つの成分の比較に基づいて、ＣＯ２レベル
を求めることによって提供することができる。
【００２０】
　本発明による幾つかの実施形態では、呼吸流を監視する装置が、呼吸流に近接して位置
決めすることができる色変化材料及び／又は基準材料を含むことがあり、色変化材料及び
／又は基準材料上に可視光を放射するように電子可視光エミッタを構成することができる
。
【００２１】
　本発明による幾つかの実施形態では、その装置は電子可視光センサを含むことがあり、
電子可視光センサは、放射された可視光のうちの、色変化材料から反射された可視光及び
／又は色変化材料を透過した可視光、及び／又は放射された可視光のうちの、基準材料か
ら反射された可視光及び／又は基準材料を透過した可視光の少なくとも一部を受光するよ
うに位置決めすることができる。本発明の実施形態による装置は、２つ以上の電子可視光
センサを含みうる。本発明による或る特定の実施形態では、その装置は、少なくとも２つ
の電子可視光センサを備えることができ、１つのセンサは、放射された可視光のうちの、
色変化材料から反射された可視光及び／又は色変化材料を透過した可視光の少なくとも一
部を受光するように位置決めすることができ、他のセンサは、放射された可視光のうちの
、基準材料から反射された可視光及び／又は基準材料を透過した可視光の少なくとも一部
を受光するように位置決めすることができる。
【００２２】
　本発明による幾つかの実施形態では、電子可視光エミッタ及び電子可視光センサは呼吸
流から遠隔しており、その装置は、色変化材料及び／又は基準材料から電子可視光エミッ
タ及び電子可視光センサまで延在し、放射された可視光を色変化材料及び／又は基準材料
上に伝導し、放射された可視光のうちの、色変化材料から反射された可視光及び／又は色
変化材料を透過した可視光、及び／又は基準材料から反射された可視光及び／又は基準材
料を透過した可視光を伝導するように構成することができる光透過媒体を更に含みうる。
【００２３】
　本発明による幾つかの実施形態では、その装置は、その内側壁に取り付けられた色変化
材料及び／又は基準材料を有する呼吸回路アダプタを更に含むことがあり、色変化材料及
び／又は基準材料の主面は、アダプタ内の呼吸流の方向に対して平行である。
【００２４】
　本発明による幾つかの実施形態では、本明細書において色変化指標と呼ばれる、呼吸流
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を監視する際に用いるための組成物を、呼吸流内のＣＯ２の増加に反応して第１の色から
第２の色に変化するように構成することができ、第１の色は第２の成分より多くの、又は
第３の成分より多くの第１の成分を含み、第２の色は第２の成分より少ない、又は第３の
成分より少ない第１の成分を含む。本発明による或る特定の実施形態では、色変化材料は
、色変化指標を含むことがあり、呼吸流内のＣＯ２の増加に反応して第１の色から第２の
色に変化するように構成することができ、第１の色は第２の成分より多くの、又は第３の
成分より多くの第１の成分を含み、第２の色は第２の成分より少ない、又は第３の成分よ
り少ない第１の成分を含む。本発明による或る特定の実施形態では、呼吸流を監視する際
に用いるための基準組成物が、呼吸流内のＣＯ２の増加及び／又は減少に反応しても第１
の色のままであるように構成される基準材料を含むことがあり、第１の色は、第２の成分
より多くの、又は第３の成分より多くの第１の成分を含む。
【００２５】
　本発明による幾つかの実施形態では、第１の成分は青色とすることができ、第２の成分
及び第３の成分はそれぞれ赤色及び緑色とすることができる。本発明による幾つかの実施
形態では、第１の色は、第２の成分及び第３の成分より多くの第１の成分を含み、第２の
色は第２の成分及び第３の成分より少ない第１の成分を含む。
【００２６】
　本発明による幾つかの実施形態では、組成物の重量比で約０．００１％～約０．１％の
量において存在する色素と、組成物の重量比で約０．５％～約１０％の量において存在す
る緩衝液と、組成物の重量比で約０．１％～約１０％の量において存在するアルカリ性材
料と、組成物の重量比で約０．０１％～約２％の量において存在する窒素含有化合物とを
含む組成物を提供することができる。窒素含有化合物は、色に関する反応を高めるように
構成することができる。幾つかの実施形態によれば、その組成物を用いて、限定はしない
が、呼吸流内のＣＯ２濃度等のＣＯ２濃度を求めることができる。
【００２７】
　本発明による幾つかの実施形態では、色変化材料を提供することができる。色変化材料
は、基層と、本明細書において記述される実施形態による色変化組成物とを含むことがあ
り、色変化組成物は、上記基層の少なくとも一部と接触することができる。幾つかの実施
形態によれば、基層は光学的に透過性である。
【００２８】
　本発明による幾つかの実施形態では、二酸化炭素指標を提供することができる。二酸化
炭素指標は、二酸化炭素に反応する色変化材料と、二酸化炭素に実質的に反応しない基準
材料とを含みうる。
【００２９】
　本発明による幾つかの実施形態では、キットを提供することができる。そのキットは、
少なくとも一部が二酸化炭素に反応する二酸化炭素指標と、上記二酸化炭素指標が取り付
けられる支持部材と、上記二酸化炭素指標を外部の二酸化炭素から隔離するように構成さ
れる保存袋とを備えることができる。
【００３０】
　本発明による幾つかの実施形態では、被検者の呼吸流内の二酸化炭素レベルを求める方
法が提供される。その方法は、上記呼吸流を本明細書において記述される実施形態による
色変化材料と接触させることと、色変化材料上に可視光を放射することによって色変化材
料の色変化を監視し、それにより、上記色変化材料と接触している呼吸流の二酸化炭素レ
ベルを求めることとを含みうる。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】本発明による幾つかの実施形態における、ＣＯ２と接触させるために呼吸回路内
に配置するように構成される色変化材料の概略図である。
【図２】本発明による幾つかの実施形態における、色変化材料に含まれる色変化指標と、
呼吸サイクルの一部として色変化指標と接触するＣＯ２との間の化学反応を示す概略図で
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ある。
【図３】本発明による幾つかの実施形態における、色変化材料の異なる構成を示す概略図
である。
【図４】本発明による幾つかの実施形態における、色変化材料の異なる構成を示す概略図
である。
【図５】本発明による幾つかの実施形態における、色変化材料の異なる構成を示す概略図
である。
【図６】本発明による幾つかの実施形態における、色変化材料の異なる構成を示す概略図
である。
【図７】本発明による幾つかの実施形態における、呼吸回路内に含まれ、電子的に生成さ
れた可視光に暴露される色変化材料と、その電子的検知との概略図である。
【図８】本発明による幾つかの実施形態における、ＣＯ２検出システムの概略図である。
【図９】本発明による幾つかの実施形態における、ＣＯ２検出システムの概略図である。
【図１０】本発明による幾つかの実施形態における、ＣＯ２検出システムの概略図である
。
【図１１】本発明による幾つかの実施形態における、ＣＯ２検出システムの概略図である
。
【図１２】本発明による幾つかの実施形態における、ＣＯ２システムによって与えられる
ＣＯ２に関する情報を提供するように構成されるディスプレイの概略図である。
【図１３】本発明による幾つかの実施形態における、ＣＯ２システムによって与えられる
ＣＯ２情報を提供するように構成されるディスプレイを組み込むマスクの概略図である。
【図１４】本発明による幾つかの実施形態における、開放呼吸環境において利用されるＣ
Ｏ２検出システムの概略図である。
【図１５】本発明による幾つかの実施形態における、図１４に示されるＣＯ２検出システ
ムの更に詳細な概略図である。
【図１６】本発明による幾つかの実施形態における、光学構成要素を含むＣＯ２検出シス
テムの概略図である。
【図１７】本発明による幾つかの実施形態における、ＣＯ２検出システムのための試験構
成の概略図である。
【図１８】図１７に示される試験構成において動作するＣＯ２検出システムによって生成
されるＣＯ２情報を示すグラフである。
【図１９】１９３１ＣＩＥ色度図である。
【図２０】本発明による幾つかの実施形態における、呼吸回路内に含まれ、電子的に生成
された可視光に暴露される色変化材料と、その電子的検知との概略図である。
【図２１】本発明による幾つかの実施形態における、呼吸回路内に含まれ、電子的に生成
された可視光に暴露される色変化材料と、その電子的検知との概略図である。
【図２２】本発明による幾つかの実施形態における、可視光エミッタ回路及び可視光セン
サ回路に動作可能に結合される色変化材料を含むＣＯ２検出システムの動作を示す流れ図
である。
【図２３】本発明による幾つかの実施形態における、呼吸回路内に含まれ、電子的に生成
された可視光に暴露される色変化材料と、その電子的検知との概略図である。
【図２４】本発明による幾つかの実施形態における、呼吸回路内に含まれ、電子的に生成
された可視光に暴露される色変化材料と、その電子的検知との概略図である。
【図２５】本発明による幾つかの実施形態における、サイドストリーム構成において、呼
吸回路内に含まれ、電子的に生成された可視光に暴露される色変化材料と、その電子的検
知とを含むＣＯ２検出システムの概略図である。
【図２６】本発明による幾つかの実施形態における、開放呼吸環境において、電子的に生
成された可視光に暴露される色変化材料と、その電子的検知とを含むＣＯ２検出システム
の概略図である。
【図２７】本発明による幾つかの実施形態における、呼吸回路内に少なくとも部分的に含
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まれる色変化材料の種々の構成の概略図である。
【図２８】本発明による幾つかの実施形態における、呼吸回路内に少なくとも部分的に含
まれる色変化材料の種々の構成の概略図である。
【図２９】本発明による幾つかの実施形態における、呼吸回路内に少なくとも部分的に含
まれる色変化材料の種々の構成の概略図である。
【図３０】本発明による幾つかの実施形態における、呼吸回路内に少なくとも部分的に含
まれる色変化材料の種々の構成の概略図である。
【図３１】本発明による幾つかの実施形態における、呼吸回路内に少なくとも部分的に含
まれる色変化材料の種々の構成の概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　本発明の主題の実施形態が、本発明の主題の実施形態が図示される添付の図面を参照し
ながら以下に記述される。しかしながら、本発明の主題は、数多くの異なる形態において
具現される場合があり、本明細書において記載される実施形態に限定されると解釈される
べきではない。むしろ、これらの実施形態は、本開示が詳細、かつ完全になり、本発明の
主題の範囲を当業者に完全に伝えるように提供される。全体を通して、同じ参照符号は同
じ要素を指している。
【００３３】
　本明細書において論じられる実施形態において、呼吸ガスは、人間、動物等の生物によ
って吸息／呼息されるガスとすることができることは理解されよう。したがって、呼吸ガ
スは被検者によって吸息／呼息されると見なされ、被検者は任意の生物を指すことができ
る。
【００３４】
　本発明による更なる実施形態では、ＣＯ２を検出するためにそのシステムを使用するこ
とは、ＣＯ２の測定が望ましい場合がある任意の環境において実施することができること
は理解されよう。例えば、本発明による幾つかの実施形態では、本明細書において記述さ
れるようなＣＯ２を検出するためのシステム等は、公共交通機関（列車、飛行機、バス等
）、スタジアム等の大群衆が集まる場所、ランニング中、トレーニング中、又は被検者に
よって吐出されたＣＯ２のレベルが関連する場合がある他の身体活動中等の、肉体運動を
行っている被検者におけるＣＯ２のレベルを監視することができる環境の一部として実現
することができる。本発明による更に別の実施形態では、本明細書において記述されるよ
うなシステムを利用して、消火活動用呼吸装置、鉱業環境、水中呼吸装置（すなわち、ス
キューバ）、宇宙利用、軍事利用での用途等の、医療処置と一般に関連付けられるシステ
ム以外の、閉じた呼吸システム内のＣＯ２のレベルを検出することができる。
【００３５】
　本発明による他の実施形態では、初期対応者によってＣＯ２レベルが求められる場合が
ある緊急事態等の環境において、被検者に関連付けられるＣＯ２のレベルを与えることが
でき、そのような初期対応者は、気管内チューブに関連して救急ＣＯ２検出器と一般的に
呼ばれる装置を利用することになる。本発明による更に別の実施形態では、本明細書にお
いて記述されるＣＯ２のレベルは、歯科治療中に、又は全身麻酔が必要とされないか若し
くは使用されない他の医療処置中に用いられるもの等の、静脈内鎮静法の投与に関連して
求めることができる。
【００３６】
　本明細書において記述されるようなシステム、デバイス、方法等を用いるＣＯ２のレベ
ルは、呼吸回路を利用する任意のシステムにおいて利用できることは理解されよう。その
ような環境は、手術室、救急処置室等において麻酔の投与とともに用いられる場合があり
、ＣＯ２のレベルが心臓／肺機能の正確で、かつ相対的に迅速な指示を与えることができ
、そうでない場合でも、医療専門家に患者の安定性に関する指示を与えることができる、
人工呼吸器、呼吸マスク等を含みうる。
【００３７】
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　本発明による幾つかの実施形態では、ＣＯ２検出システムは、開放呼吸環境と呼ばれる
環境において利用される場合があり、その環境では、システム内に含まれる色変化材料は
、その中を呼吸ガス流が流れるチューブ又は他の完全封入体内には収容されない。本明細
書において、他のタイプの環境及び応用形態も記述される。
【００３８】
　さらに、本明細書において、数多くの実施形態が、電子エミッタからの可視光を用いる
ように記述されるが、他のタイプの光を用いて、本明細書において記述される本発明の概
念と一致するＣＯ２のレベルを求めることができることが理解されよう。
【００３９】
　本発明者らは理解しているが、種々の既存のＣＯ２検出方式は、ＣＯ２吸収に反応する
色紙を用いて構成される検出器における視覚的な色変化に頼る場合がある。そのような検
出器は、呼吸流内のＣＯ２の存否を指示することができ、救急医療の状況において一般的
に用いられる。しかしながら、これらの検出器は一般的に、換気及び／又はＣＰＲのよう
な救急手順の有効性に関する臨床判断を導くだけの十分な精度を与えない。本発明者らは
更に理解しているが、従来のデバイスは幾つかの限界がある場合があり、それらの限界は
、定量化可能な結果が得られないこと、相対的に感度が低いこと、試薬が時間とともに、
かつ温度に応じて劣化すること、光条件が最適でない場合に可視性が劣ることを含む場合
がある。
【００４０】
　さらに、大気から、又は呼吸ガス流からのＣＯ２吸収が最終的に検出器内の吸収体の容
量を使い果たすので、そのようなデバイスは、起動されると、可使時間に限界がある場合
がある。
【００４１】
　本発明による実施形態は、電子的に生成された可視光及び比色変化の電子的検出を用い
て、呼吸ガスの流れにおけるＣＯ２の比色検出を提供することができる。したがって、本
発明による幾つかの実施形態では、色変化材料は呼吸回路の一部の内壁上に位置するとき
等に、呼吸流と接触させることができる。本発明による幾つかの実施形態による、基準材
料も、呼吸回路の一部の内壁上に位置するとき等に、呼吸流と接触させることができるか
、又は呼吸流と接触しない場合もある。色変化材料及び／又は基準材料の第１の表面が内
壁と接触することができ、一方、第２の表面が呼吸流の少なくとも一部と接触することが
できる。或る特定の実施形態では、色変化材料（本明細書において反応部分と呼ばれる場
合もある）及び／又は基準材料（本明細書において非反応部分と呼ばれる場合もある）は
、ＣＯ２検出システム及び／又はデバイスの一部に取外し可能に取り付けられるように構
成することができる。基準材料は、色変化材料の一部とすることができるか、又は色変化
材料とは別にすることができる。基準材料が色変化材料の一部であるとき、オプションで
、色変化材料及び基準材料を区別及び／又は指示する輪郭描写又はマークが存在すること
ができる。
【００４２】
　呼吸流内の二酸化炭素ガスは、色変化材料（色変化指標と呼ばれる組成物を含む）の中
に部分的に拡散する場合があり、色変化材料は、その層内の成分による吸収及び／又は反
応を受ける場合がある。層内の吸収及び／又は反応の結果として、層内の指標の色に変化
が生じる場合があり、その色変化が層によって吸収されたＣＯ２の量を示し、それにより
、呼吸流内のＣＯ２の指示を与えることができる。色変化材料は、呼吸流内の時間ととも
に変化するＣＯ２レベルの検知を容易にするために、ＣＯ２を迅速に吸収及び脱着できる
ように構成することができ、ガスが呼息／吸息されるのに応じてＣＯ２の変化が指示され
るという点で可逆的にすることができる。色変化材料及び／又は基準材料のための例示的
な材料又は基層は、限定はしないが、紙（例えば、濾紙、インクジェット紙及びクロマト
グラフィ紙）等のセルロース材料、織物及び不織布材料、粘土材料、無機物材料、並びに
それらの任意の組み合わせを含む。
【００４３】
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　幾つかの実施形態では、色変化材料及び／又は基準材料のための基層は光学的に透過性
である。本明細書において用いられるときに、「光学的に透過性」は、約３００ｎｍ～約
９００ｎｍの範囲内の光スペクトルの領域内の光、又は例えば、約４００ｎｍ～約７００
ｎｍの光スペクトルの可視領域内の光等の、その中の任意の範囲及び／又は個々の値の光
が基層を通過できるようにする基層の能力を指している。したがって、光学的に透過性の
基層は、約３００ｎｍ～約９００ｎｍの範囲内の全て（１００％）の光を反射するわけで
はない。或る特定の実施形態では、光学的に透過性の基層は、約３００ｎｍ～約９００ｎ
ｍ又は約４００ｎｍ～約７００ｎｍの範囲内の光の約９８％以下、約９７％以下、約９５
％以下、約９０％以下、約８５％以下、約８０％以下、又は約７０％以下を反射する。
【００４４】
　呼吸流内の二酸化炭素ガスは基準材料（基準組成物を含みうる）の中に部分的に拡散す
る場合もある。本発明による幾つかの実施形態では、ＣＯ２は、少なくとも１つの基準材
料層内の組成物による吸収及び／又は反応を受ける場合があるが、動作中の基準材料の色
は実質的に同じままである。したがって、基準材料は、色変化材料の１つ以上の色と比較
することができる色規格又は基準としての役割を果たすことができる。或る特定の実施形
態では、基準材料は、システム及び／又はデバイスの保存寿命を示すことができる。例え
ば、基準材料の色の変化が、システム及び／又はデバイスがもはや使用するのに適してい
ないことを指示することができる。幾つかの実施形態では、基準材料は、動作中の基準材
料の色が実質的に同じままでないときに、システム及び／又はデバイスがもはや使用する
のに適していないことを指示する。
【００４５】
　本発明の実施形態による色変化材料、システム及び／又はデバイスは、少なくとも約３
か月、６か月、９か月、１年、２年、３年、４年、５年、又はそれ以上の保存寿命を有す
ることができる。本明細書において用いられるときに、「保存寿命」は、色変化材料、シ
ステム及び／又はデバイスが、限定はしないが、約１５℃～約３０℃、又は室温付近（す
なわち、約２０℃）において保管される等の、推奨された保管条件下で保管された未開封
のパッケージにおいてＣＯ２に反応する能力を保持する時間の長さを指している。保存寿
命は、例えば、色変化材料、システム及び／又はデバイスのための「使用期限」又は「推
奨使用期限」の日付によって、色変化材料、システム及び／又はデバイスの製造業者の有
効期限によって、及び／又は指定された期間後の色変化材料、システム及び／又はデバイ
スの実際の特性によって明示することができる。したがって、本明細書において用いられ
るときに、「保存寿命」という用語は、他に記述がない限り、色変化材料、システム及び
／又はデバイスの「実際の」保存寿命と、色変化材料、システム及び／又はデバイスの「
予想される」保存寿命との両方を含むように解釈されるべきである。
【００４６】
　色変化材料及び／又は基準材料は乾燥しているか、部分的に水和しているか、又は水和
している場合がある。本明細書において用いられるときに、「乾燥している」という用語
は、色変化材料及び／又は基準材料が、周囲条件において水溶液中で２４時間後に測定さ
れた完全な水和時の含水量と比べて、色変化材料及び／又は基準材料の重量比で約５％未
満の含水量を有することを意味する。本明細書において用いられるときに、「部分的に水
和している」という用語は、色変化材料及び／又は基準材料が、周囲条件において水溶液
中で２４時間後に測定された完全な水和時の含水量と比べて、色変化材料及び／又は基準
材料の重量比で約５０％未満である含水量を、通常は色変化材料及び／又は基準材料の約
７５％未満である含水量を有することを意味する。本明細書において用いられるときに、
「水和している」という用語は、色変化材料及び／又は基準材料が、周囲条件において水
溶液中で２４時間後に測定された完全な水和時（すなわち、１００％水和している場合）
の含水量と比べて、色変化材料及び／又は基準材料の重量比で約５１％以上である含水量
を有することを意味する。
【００４７】
　幾つかの実施形態では、色変化材料及び／又は基準材料は、使用前に乾燥している場合
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があり、及び／又は本発明の実施形態によるキット内で乾燥している場合がある。他の実
施形態では、色変化材料及び／又は基準材料は、使用前に部分的に水和しているか、若し
くは水和している場合があり、及び／又は本発明の実施形態によるキット内で部分的に水
和しているか、若しくは水和している場合がある。動作時に、色変化材料及び／又は基準
材料の含水量は増加する場合がある。したがって、幾つかの実施形態では、使用前に乾燥
している色変化材料及び／又は基準材料は、動作時に、呼吸流及び／又は周囲空気内に存
在する水分と接触すると、部分的に水和するか、又は水和する場合がある。
【００４８】
　呼吸ガス流は、例えば、呼吸回路の一部を構成するチューブ内に閉じ込めることができ
る。色変化材料及び／又は基準材料は、チューブの内側の任意の部分に位置することがで
き、呼吸流が材料の主面にわたって流れることができるように向けることができる。それ
とは別に、又はそれに加えて、基準材料は、チューブ内の外側等で、呼吸流と接触しない
ように構成することができる。電子エミッタ（可視光エミッタ回路と呼ばれる場合もある
）が、適切な色出力を有する可視光源を与えることができ、放射光の一部が色変化材料及
び／又は基準材料を照明するためにチューブの壁を通って投射されるように、この電子エ
ミッタをチューブの外側に位置決めすることができる。電子センサ（本明細書において、
可視光センサ回路と呼ばれる場合もある）が、色変化材料によって示される色変化を検出
することができ、その際、その色変化を用いて、呼吸流内のＣＯ２のレベルを指示するこ
とができる。別の電子センサが基準材料の色を検出することができ、その色を色変化材料
によって示される色と比較することができる。
【００４９】
　図１は、本発明による幾つかの実施形態における呼吸回路内に含まれるように構成され
る色変化材料１００の概略図である。図１によれば、色変化材料１００は、被検者の呼吸
流と接触するように構成される。色変化材料１００は、被検者が呼息するときに、呼息さ
れたガスが第１の方向１０５において色変化材料１００の主面と接触するように流れの中
に位置決めされる。被検者が吸息するときに、吸息ガスが、方向１０５に概ね反対向きで
ある方向１１０において色変化材料１００の主面にわたって引き込まれる。
【００５０】
　方向１０５における呼息ガスの生成及び方向１１０における吸息ガスの生成は、本明細
書において包括的に呼吸サイクル（すなわち、サイクル）と呼ばれること、更に、呼息１
０５及び吸息１１０は合わせて呼吸ガスと呼ばれることは理解されよう。呼吸ガスの一部
は色変化材料１００の主面に対して平行でない他の方向に流れる可能性があることは更に
理解されよう。色変化材料１００は、呼吸ガスが呼吸サイクル中に色変化材料１００の主
面にわたって繰返し可能に一貫して引き込まれるように呼吸回路内に位置決めされること
は更に理解されよう。したがって、呼吸回路内の色変化材料１００の向きは、呼吸ガスの
遮断を少なくすることができる。例えば、色変化材料１００が気管内チューブ内に、又は
フェイスマスク（麻酔の投与のために用いられるマスク等）の出口ポート付近に「一直線
に」、又は肺活量計等と一直線に配置されるとき、呼吸回路内の色変化材料１００に関す
るそのような構成を与えることができる。
【００５１】
　図１に示される色変化材料１００は、二酸化炭素の存在に反応して可逆的な色変化を用
いて呼吸流内の二酸化炭素のレベルを検出し、測定するように構成される色変化指標を含
みうる。色変化指標は、色変化材料１００内に、及び／又は色変化材料１００上に染み込
むか、又は別の方法で含まれる組成物とすることができることは理解されよう。幾つかの
実施形態では、染み込ませること、浸漬すること、塗布すること、浸すこと、沈めること
等によって、色変化材料１００の少なくとも一部を色変化指標と接触させる。
【００５２】
　本発明による幾つかの実施形態では、色変化指標はアルカリ性材料を含みうる。色変化
指標内に存在するアルカリ性材料は、気体二酸化炭素と反応することができ、それにより
、二酸化炭素を含む呼吸流と接触している色変化層の部分のｐＨを変更することができる
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。例示的なアルカリ性材料は、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸カルシウム、炭酸マ
グネシウム、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、第１級アミン、第２級アミン、若しく
は第３級アミン、又はそれらの組み合わせを含みうる。本発明による幾つかの実施形態で
は、アルカリ性材料は、組成物の重量比で約０．１％～約２０％の量において、又は組成
物の重量比で約０．１％～約１０％若しくは約１％～約５％等の、その中の任意の範囲及
び／又は個々の値の量において色変化指標内に存在する。或る特定の実施形態では、アル
カリ性材料は、約０．１％、約０．２５％、約０．５％、約０．７５％、約１％、約１．
２５％、約１．５％、約１．７５％、約２％、約３％、約４％、約５％、約６％、約７％
、約８％、約９％、約１０％、約１１％、約１２％、約１３％、約１４％、約１５％、約
１６％、約１７％、約１８％、約１９％若しくは約２０％の量において、又はその中の任
意の範囲及び／又は個々の値の量において色変化指標内に存在する。本発明による幾つか
の実施形態では、色変化指標は組成物の重量比で約０．５％～約２％の量の炭酸ナトリウ
ムを含み、或る特定の実施形態では、組成物の重量比で約１．２５％の量の炭酸ナトリウ
ムを含む。
【００５３】
　本発明による幾つかの実施形態では、色変化指標は色素又は顔料を含みうる。色変化指
標内に存在する色素又は顔料は、ｐＨの変化に反応して可逆的な色変化を受ける場合があ
る。例示的な色素又は顔料は、メタクレゾールパープル、チモールブルー、フェノールレ
ッド、及びそれらの組み合わせを含みうる。本発明による幾つかの実施形態では、色変化
指標は、２つ以上の色素又は顔料を含むことがきる。本発明による幾つかの実施形態では
、色素又は顔料は、組成物の重量比で約０．００１％～約２％の量において、又は組成物
の重量比で約０．００１％～約１％若しくは約０．０１％～約１％等の、その中の任意の
範囲及び／又は個々の値の量において色変化指標内に存在する。或る特定の実施形態では
、色素又は顔料は、約０．００１％、約０．００２５％、約０．００５％、約０．００７
５％、約０．０１％、約０．０２５％、約０．０７５％、約０．１％、約０．２５％、約
０．５％、約０．７５％、約１％、約１．２５％、約１．５％、約１．７５％、若しくは
約２％の量において、又はその中の任意の範囲及び／又は個々の値の量において色変化指
標内に存在する。本発明による幾つかの実施形態では、色変化指標は組成物の重量比で約
０．００１％～約０．０５％の量のメタクレゾールパープルを含み、或る特定の実施形態
では、組成物の重量比で約０．０１５％の量のメタクレゾールパープルを含む。
【００５４】
　本発明による幾つかの実施形態では、色変化指標は１つ以上の緩衝液を含みうる。色変
化指標内に存在する１つ以上の緩衝液は、色変化層のｐＨを変更し、及び／又は特定のｐ
Ｈ若しくはｐＨ範囲を維持するのを助けることができる。また、緩衝液は、より速い反応
時間、より良好な可逆性及びより長い寿命を与えるように選択することもできる。例示的
な緩衝液は、重硫酸ナトリウムの水溶液、炭酸ナトリウムの水溶液、及びそれらの組み合
わせを含む。本発明による幾つかの実施形態では、色変化指標は、代謝的に関連する二酸
化炭素濃度の存在時に色の変化及び／又は色飽和を受けるように構成することができる。
本発明による幾つかの実施形態では、緩衝液は、組成物の重量比で約０．１％～約２０％
の量において、又は組成物の重量比で約０．１％～約１０％若しくは約１％～約５％等の
、その中の任意の範囲及び／又は個々の値の量において色変化指標内に存在する。或る特
定の実施形態では、緩衝液は、約０．１％、約０．２５％、約０．５％、約０．７５％、
約１％、約１．２５％、約１．５％、約１．７５％、約２％、約３％、約４％、約５％、
約６％、約７％、約８％、約９％、約１０％、約１１％、約１２％、約１３％、約１４％
、約１５％、約１６％、約１７％、約１８％、約１９％若しくは約２０％の量において、
又はその中の任意の範囲及び／又は個々の値の量において色変化指標内に存在する。本発
明による幾つかの実施形態では、色変化指標は組成物の重量比で約１％～約５％の量の重
硫酸ナトリウムを含み、或る特定の実施形態では、組成物の重量比で約２％の量の重硫酸
ナトリウムを含む。本発明による幾つかの実施形態では、色変化指標はアルカリ性材料、
色素又は顔料、及び１つ以上の緩衝液を含む。
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【００５５】
　本発明による幾つかの実施形態では、色変化指標は吸水性成分を含みうる。色変化指標
内に存在する吸水性成分は、呼吸流内の気相水分の存在時に色変化層の水和を容易にする
ことができる。例示的な吸水性成分は、グリセロール、プロピレングリコール、及びその
混合物を含みうる。本発明による幾つかの実施形態では、吸水性成分は、組成物の重量比
で約１％～約７５％の量において、又は組成物の重量比で約５％～約５０％若しくは約１
０％～約３０％等の、その中の任意の範囲及び／又は個々の値の量において色変化指標内
に存在する。或る特定の実施形態では、吸水性成分は、約１％、約５％、約１０％、約１
５％、約２０％、約２５％、約３０％、約３５％、約４０％、約４５％、約５０％、約５
５％、約６０％、約６５％、約７０％若しくは約７５％の量において、又はその中の任意
の範囲及び／又は個々の値の量において色変化指標内に存在する。本発明による幾つかの
実施形態では、色変化指標は組成物の重量比で約５％～約４５％の量のグリセリンを含み
、或る特定の実施形態では、組成物の重量比で約２５％の量のグリセリンを含む。本発明
による幾つかの実施形態では、色変化指標は、アルカリ性材料、色素又は顔料、１つ以上
の緩衝液、及び吸水性成分を含む。
【００５６】
　本発明による幾つかの実施形態では、色変化指標は、イオン及び非イオン界面活性剤を
含む、表面改質添加剤を含みうる。界面活性剤の例としては、アミン、例えばモノメタノ
ールアミン、ジメタノールアミン及びトリメタノールアミン、並びに第４級アンモニウム
化合物、例えば塩化ベンザルコニウム、塩化ベンゼトニウム、塩化メチルベンゼトニウム
、塩化セタルコニウム、塩化セチルピリジニウム、セトリモニウム、セトリミド、塩化ド
ファニウム（dofanium）、臭化テトラエチルアンモニウム、塩化ジデシルジメチルアンモ
ニウム及び臭化ドミフェンが挙げられるが、これらに限定されない。本発明による幾つか
の実施形態では、表面改質添加剤は、組成物の重量比で約０．１％～約１０％の量におい
て、又は組成物の重量比で約０．１％～約５％若しくは約０．１％～約１％等の、その中
の任意の範囲及び／又は個々の値の量において色変化指標内に存在する。或る特定の実施
形態では、表面改質添加剤は、約０．１％、約０．２５％、約０．５％、約０．７５％、
約１％、約１．２５％、約１．５％、約１．７５％、約２％、約３％、約４％、約５％、
約６％、約７％、約８％、約９％若しくは約１０％の量において、又はその中の任意の範
囲及び／又は個々の値の量において色変化指標内に存在する。本発明による幾つかの実施
形態では、色変化指標は組成物の重量比で約０．１％～約１％の量のラウリル硫酸ナトリ
ウムを含み、或る特定の実施形態では、組成物の重量比で約０．２％の量のラウリル硫酸
ナトリウムを含む。
【００５７】
　本発明による幾つかの実施形態では、色変化指標は、抗菌添加剤を含みうる。色変化指
標内に存在する抗菌添加剤は、細菌、カビ、菌類又は他の微生物の成長を抑制することが
できる。抗菌添加剤の例としては、ヘキサクロロフェン；クロルヘキシジン及びシクロヘ
キシジン等のカチオン性ビグアニド；ポビドンヨード等のヨード及びヨードフォア；ＰＣ
ＭＸ（すなわちｐ－クロロ－ｍ－キシレノール）、トリクロカルバン及びトリクロサン（
すなわち５－クロロ－２－（２，４－ジクロロフェノキシ）フェノール）等のハロ置換フ
ェノール化合物；ニトロフラントイン及びニトロフラゾン等のフラン製剤；メテナミン；
グルタルアルデヒド及びホルムアルデヒド等のアルデヒド；アルコール；銀含有治療剤又
は亜鉛含有治療剤等の金属含有治療剤；並びにそれらの任意の組合せが挙げられるが、こ
れらに限定されない。本発明による幾つかの実施形態では、抗菌添加剤は、約１パーツパ
ーミリオン（ｐｐｍ）～約１０００ｐｐｍの量において、又は約５ｐｐｍ～約５００ｐｐ
ｍ若しくは約１０ｐｐｍ～約５０ｐｐｍ等の、その中の任意の範囲及び／又は個々の値の
量において色変化指標内に存在する。或る特定の実施形態では、抗菌添加剤は、約１ｐｐ
ｍ、約５ｐｐｍ、約１０ｐｐｍ、約２０ｐｐｍ、約３０ｐｐｍ、約４０ｐｐｍ、約５０ｐ
ｐｍ、約６０ｐｐｍ、約７０ｐｐｍ、約８０ｐｐｍ、約９０ｐｐｍ、約１００ｐｐｍ、約
１５０ｐｐｍ、約２００ｐｐｍ、約３００ｐｐｍ、約４００ｐｐｍ、約５００ｐｐｍ、約
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６００ｐｐｍ、約７００ｐｐｍ、約８００ｐｐｍ、約９００ｐｐｍ若しくは約１０００ｐ
ｐｍの量において、又はその中の任意の範囲及び／又は個々の値の量において色変化指標
内に存在する。本発明による幾つかの実施形態では、色変化指標は約１ｐｐｍ～約５０ｐ
ｐｍの量のトリクロサンを含み、或る特定の実施形態では、約２０ｐｐｍ％の量のトリク
ロサンを含む。
【００５８】
　幾つかの実施形態によれば、色変化材料及び／又は色変化指標は、色に関する反応を高
めるように構成することができる。本明細書において用いられるときに、「色に関する反
応」は、代謝的に関連する二酸化炭素濃度の存在時の色変化材料及び／又は色変化指標の
色変化及び／又は色飽和の大きさ、及び／又は色変化材料及び／又は色変化指標が代謝的
に関連する二酸化炭素濃度間で反応する速度を指している。幾つかの実施形態では、色変
化材料及び／又は色変化指標は、限定はしないが、色に関する反応を高めるように構成さ
れる触媒等の、色に関する反応を高めるように触媒するための手段を備えることができる
。色に関する反応を高めるように触媒するための手段は、色に関する反応を高めるように
触媒するための手段が存在しない場合の色に関する反応に比べて、代謝的に関連する二酸
化炭素濃度の存在時の色変化材料及び／又は色変化指標の色変化及び／又は色飽和の大き
さ、及び／又は代謝的に関連する二酸化炭素濃度間の色変化速度を高めることができる。
したがって、色に関する反応を高めるように触媒するための手段は、色変化材料及び／又
は色変化指標内に存在するとき、色変化指標、色変化材料、及び／又はＣＯ２検出システ
ム及び／又はデバイスの感度を高めることができる。本明細書において用いられるときに
、「色変化速度」は、色変化材料及び／又は色変化指標が第１の色から第２の色に変化す
る速度、及び／又は色変化材料及び／又は色変化指標が第２の色から第１の色に変化する
速度を指している。したがって、色変化速度は、色変化材料及び／又は色変化指標が可逆
的に変化する速度を指す場合がある。
【００５９】
　特定の実施形態では、色に関する反応を高めるように触媒するための手段は、色変化指
標、色変化材料、及び／又はＣＯ２検出システム及び／又はデバイスの感度を高めるのに
十分な量において色変化材料及び／又は色変化指標内に存在することができる。色に関す
る反応を高めるように触媒するための手段は、色変化材料及び／又は色変化指標内に色に
関する反応を高めるように触媒するための手段が存在しない場合の色変化及び／又は色飽
和の感度に比べて、少なくとも約５％、約１０％、約２０％、約３０％、約４０％、約５
０％、約６０％、約７０％、約８０％、約９０％、約１００％、約１２５％、約１５０％
、約２００％、約３００％若しくはそれ以上だけ、又はその中の任意の範囲及び／又は個
々の値だけ、色変化指標、色変化材料、及び／又はＣＯ２検出システム及び／又はデバイ
スの感度を高めるのに十分な量において色変化材料及び／又は色変化指標内に存在するこ
とができる。
【００６０】
　或る特定の実施形態では、色変化材料及び／又は色変化指標内に色に関する反応を高め
るように触媒するための手段が存在することは、色変化材料及び／又は色変化指標内に色
に関する反応を高めるように触媒するための手段が存在しない場合の色変化及び／又は色
飽和の大きさに比べて、約１．２倍～約２０倍若しくはそれ以上だけ、又はその中の任意
の範囲及び／又は個々の値だけ、色変化及び／又は色飽和の大きさを高めることができる
。例えば、或る特定の実施形態では、色変化材料及び／又は色変化指標内に色に関する反
応を高めるように触媒するための手段が存在することは、色変化材料及び／又は色変化指
標内に色に関する反応を高めるように触媒するための手段が存在しない場合の色変化及び
／又は色飽和の大きさに比べて、約１．５倍、約２倍、約３倍、約４倍、約５倍、約６倍
、約７倍、約８倍、約９倍、約１０倍、約１１倍、約１２倍、約１３倍、約１４倍、約１
５倍、約１６倍、約１７倍、約１８倍、約１９倍、約２０倍若しくはそれ以上だけ、又は
その中の任意の範囲だけ、色変化及び／又は色飽和の大きさを高めることができる。
【００６１】
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　幾つかの実施形態では、色変化材料及び／又は色変化指標内に色に関する反応を高める
ように触媒するための手段が存在することは、色に関する反応を高めるように触媒するた
めの手段が存在しない場合に色変化材料及び／又は色変化指標が代謝的に関連する二酸化
炭素濃度間で反応する速度に比べて、色変化材料及び／又は色変化指標が代謝的に関連す
る二酸化炭素濃度間で反応する速度を高めることができる。それゆえ、色変化材料及び／
又は色変化指標の色に関する反応を高めるように触媒するための手段は、色変化速度を高
めることができる。
【００６２】
　色変化材料及び／又は色変化指標は、被検者の呼吸サイクルに反応することができる。
或る特定の実施形態では、色変化材料及び／又は色変化指標は、連続した呼吸間で生じる
可逆的な色変化を与える色変化速度を与えるように構成される。したがって、色変化材料
及び／又は色変化指標は、第１の代謝的に関連する二酸化炭素濃度（例えば、被検者の呼
息におけるＣＯ２濃度）に反応して第１の色から第２の色に変化し、第２の代謝的に関連
する二酸化炭素濃度（例えば、被検者の次の呼息におけるＣＯ２濃度）が生じる前に第１
の色に戻るように構成することができる。特定の実施形態では、色変化材料及び／又は色
変化指標は、色変化材料及び／又は色変化指標が毎分約０回～約６０回、又はその中の任
意の範囲及び／又は個々の値だけ、第１の色から第２の色に変化し、第１の色に戻るよう
にする色変化速度を与えるように構成される。或る特定の実施形態では、色変化材料及び
／又は色変化指標は、色変化材料及び／又は色変化指標が毎分約０回、約５回、約１０回
、約１５回、約２０回、約２５回、約３０回、約３５回、約４０回、約４５回、約５０回
、約５５回、約６０回若しくはそれ以上だけ、又はその中の任意の範囲だけ、第１の色か
ら第２の色に変化し、第１の色に戻るようにする色変化速度を与えるように構成される。
【００６３】
　或る特定の実施形態では、色変化材料及び／又は色変化指標は、色に関する反応を高め
るように触媒するための手段を備え、色に関する反応を高めるように触媒するための手段
は、限定はしないが、約１０％、約２０％、約３０％、約４０％、約５０％、約６０％、
約７０％、約８０％、約９０％、約１００％、約１５０％、約２００％若しくはそれ以上
、又はその中の任意の範囲及び／又は個々の値等の、約５％以上だけ色変化速度を高める
ように構成される。このようにして、色に関する反応を高めるように触媒するための手段
は、色変化材料及び／又は色変化指標内に存在するときに、色変化指標、色変化材料、及
び／又はＣＯ２検出システム若しくはデバイスの感度を高めることができる。
【００６４】
　色変化材料及び／又は色変化指標は、二酸化炭素濃度の変化に対する所望の反応性を有
するように構成することができる。色変化材料及び／又は色変化指標の反応性は、色変化
速度によって測定することができる。幾つかの実施形態では、色変化材料及び／又は色変
化指標は、遅い色変化速度を有するか、又は色変化しないように構成することができる基
準材料及び／又は基準組成物に関して高速の色変化速度を有するように構成される。幾つ
かの実施形態によれば、システム及び／又はデバイスが、二酸化炭素濃度の変化に対して
速い応答性を有するように構成される第１の色変化材料と、第１の色変化材料の応答性に
比べて、二酸化炭素の変化に対して遅い応答性を有するように構成される第２の色変化材
料とを含みうる。色変化材料及び／又は色変化指標の組成が、色変化速度の違いを与える
ことができる。幾つかの実施形態では、窒素含有化合物が、二酸化炭素濃度の変化に対す
る所望の応答性を与えるように構成される。幾つかの実施形態では、色変化材料及び／又
は色変化指標内の窒素含有化合物の濃度を高めることによって、色変化速度を高めること
ができる。
【００６５】
　本発明者らは理解しているが、幾つかの実施形態では、窒素含有化合物は、色に関する
反応を高めるように構成される。窒素含有化合物は触媒とすることができる。幾つかの実
施形態では、窒素含有化合物は、色に関する反応を高めるのに十分な量において存在する
ことができ、及び／又は色に関する反応を高めるように構成することができる。窒素含有
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化合物は、アミン及び／又はアンモニウム部分を含みうる。窒素含有化合物の例としては
、アミン、第４級アンモニウム化合物、アミノ酸、アミノ酸誘導体及びそれらの任意の組
合せが挙げられるが、これらに限定されない。本明細書において用いられるときに、「ア
ミノ酸誘導体」は１つ以上の置換基で置換されたアミノ酸を指している。置換基の例とし
ては、アルキル、低級アルキル、ハロ、ハロアルキル、アルケニル、アルキニル、シクロ
アルキル、シクロアルキルアルキル、ヘテロシクロ、ヘテロシクロアルキル、アリール、
アリールアルキル、低級アルコキシ、チオアルキル、ヒドロキシル、チオ、メルカプト、
アミノ、イミノ、ハロ、シアノ、ニトロ、ニトロソ、アジド、カルボキシ、スルフィド、
スルホン、スルホキシ、ホスホリル、シリル、シリルアルキル、シリルオキシ、ボロニル
及び修飾低級アルキルが挙げられるが、これらに限定されない。窒素含有化合物の更なる
例としては、アミン、例えばモノメタノールアミン、ジメタノールアミン及びトリメタノ
ールアミン；第４級アンモニウム化合物、例えば塩化ベンザルコニウム、塩化ベンゼトニ
ウム、ｎ－アルキル－ｎ－（２－アミノエチル）ピペリジン、塩化メチルベンゼトニウム
、塩化セタルコニウム、塩化セチルピリジニウム、セトリモニウム、セトリミド、塩化ド
ファニウム、臭化テトラエチルアンモニウム、塩化ジデシルジメチルアンモニウム及び臭
化ドミフェン；アミノ酸、例えばリジン、ヒスチジン、アルギニン、アスパラギン酸、セ
リン、アスパラギン、グルタミン、システイン、グリシン、アラニン、ロイシン、トリプ
トファン及びプロリン；アミノ酸誘導体、例えばアラニンメチルエステル、ニトロアルギ
ニン、アセチルリジン及びアセチルフェニルアラニン；並びにそれらの任意の組合せが挙
げられるが、これらに限定されない。幾つかの実施形態では、色に関する反応を高めるよ
うに触媒するための手段は、アミン、第４級アンモニウム化合物、アミノ酸、アミノ酸誘
導体、及びそれらの任意の組み合わせを含む。幾つかの実施形態では、色変化材料及び／
又は色変化指標はモノエタノールアミンを含みうる。
【００６６】
　本発明による幾つかの実施形態では、色に関する反応を高めるように触媒するための手
段は、組成物の重量比で約０．０１％～約５％の量において、又は組成物の重量比で約０
．１％～約３％若しくは約０．１％～約１％等の、その中の任意の範囲及び／又は個々の
値の量において色変化材料及び／又は色変化指標内に存在する。或る特定の実施形態では
、色に関する反応を触媒するための手段は、約０．０１％、約０．０２５％、約０．０５
％、約０．０７５％、約０．１％、約０．２５％、約０．５％、約０．７５％、約１％、
約１．２５％、約１．５％、約１．７５％、約２％、約２．５％、約３％、約３．５％、
約４％、約４．５％若しくは５％の量において、又はその中の任意の範囲及び／又は個々
の値の量において色変化材料及び／又は色変化指標内に存在する。本発明による幾つかの
実施形態では、色変化材料及び／又は色変化指標は、組成物の重量比で約０．０１％～約
１．５％の量の、或る特定の実施形態では、組成物の重量比で約０．２％の量のトリエタ
ノールアミンを含む。
【００６７】
　図２は、本発明による幾つかの実施形態における、呼吸サイクル中に呼吸ガスに反応す
る色変化材料１００内の色変化指標の動作の概略図である。図２によれば、約５％のＣＯ

２を含む呼吸ガスが色変化材料１００と接触する。本発明による幾つかの実施形態では、
色変化材料１００は本明細書において記述される緩衝液及び色変化指標を含むことは理解
されよう。図２によれば、緩衝液は、色変化材料１００のｐＨを安定させるように作用す
るＮａ２ＣＯ３及びＮａＨＳＯ４を合わせて含みうる。サイクルの呼息部分中に呼吸ガス
内の水分担体を介して色変化材料１００内に水（Ｈ２Ｏ）も導入することができる。初期
条件（呼息サイクル及びＣＯ２の吸収の前）において色変化指標によって示されるｐＨは
、約７～約１２若しくは約８～約１０等の、約７～約１４、又はその中の任意の範囲のｐ
Ｈとすることができることは理解されよう。本発明による幾つかの実施形態では、色変化
指標は約９又は約８．７のｐＨにおいて存在することができる。
【００６８】
　呼息サイクル中に、ＣＯ２の一部が色変化材料１００の中に吸収され、その結果、二酸
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化炭素及び水が反応してＨ２ＣＯ３を生成し、その結果、水素イオン（Ｈ＋）が解離する
ようになり、図示される副生成物も生成する。ＣＯ２は気体の形で存在するので、二酸化
炭素は、緩衝液がｐＨを安定させることができるよりも速く色変化材料１００の中に拡散
することができ、水素イオンが色変化材料１００のｐＨを下げ、色変化指標によって示さ
れる色がシフトするようになる。
【００６９】
　図２に示されるように、呼吸サイクルの吸息部分中に、色変化材料１００の中にＣＯ２

が導入されない時間が経過するので、水素イオンが緩衝液の塩基部分と結合し、色変化材
料１００のｐＨを静的条件（例えば、約９のｐＨ）まで再び高めるための時間が与えられ
る。その後、被検者が呼吸し続けるとき、上記の呼吸サイクルが繰り返されることは理解
されよう。色変化材料１００の中に導入される緩衝液の量は、色変化材料１００が所望の
時間にわたって色変化を示すことができるように構成することができ、その結果、更に動
作するために緩衝液が補給される場合があることは更に理解されよう。
【００７０】
　本発明の幾つかの実施形態によれば、基準材料は特定の色に着色され、及び／又は特定
の色を印刷される場合がある。基準材料は、色変化指標及び／又は色変化材料と同じ、及
び／又は異なる成分のうちの１つ以上のものを含む場合がある基準組成物を含みうる。或
る特定の実施形態では、基準組成物及び／又は基準材料は同じ色素と、オプションで、色
変化指標及び／又は色変化材料と同じ緩衝液のうちの１つ以上のものとを含む。特定の実
施形態では、基準組成物及び／又は基準材料は、ＣＯ２が存在しない場合に色変化材料の
色と実質的に同じ色である色を基準材料に与えるように構成することができる。したがっ
て、動作時に、ＣＯ２濃度の変化への暴露前の初期の時点で、基準材料及び色変化材料は
実質的に同じ色とすることができる。実質的に同じ色である２つの色は、実質的に同じ色
相及び明度を有する。
【００７１】
　本発明による幾つかの実施形態では、基準組成物及び／又は基準材料は、動作時に、基
準材料が、例えば、呼吸サイクル中の呼吸ガス等のＣＯ２濃度の変化に反応しないように
構成することができる。基準組成物及び／又は基準材料は、ＣＯ２濃度の変化を指示する
色相及び明度を有する色に変化しないことによって、ＣＯ２濃度の変化に反応しないこと
ができる。例えば、基準材料及び／又は基準組成物内の色素又は顔料を抑制することがで
き、及び／又は色変化を防ぐか若しくは最小限に抑えるように基準組成物及び／又は基準
材料のｐＨを構成することができ、及び／又はアルカリ性材料等の成分を過剰に追加して
色変化を防ぐか、若しくは最小限に抑えることができる。その代わりに、又はそれに加え
て、基準材料を、限定はしないが、蝋、高分子フィルムのようなフィルム、プラスチック
等のコーティングで被覆することによって、基準材料を、呼吸サイクル中の呼吸ガス等の
ＣＯ２の変化に反応しないように構成することができる。幾つかの実施形態では、コーテ
ィングは、蒸気及び／又は呼吸ガスに対して実質的に不浸透性にすることができる。
【００７２】
　基準組成物及び／又は基準材料は、システム及び／又はデバイスの保存寿命を指示する
ように構成することができ、幾つかの実施形態によれば、例えば、約３か月後、約６か月
後、約９か月後、約１年後、約２年後、約３年後若しくはそれ以上等の、約３か月以上後
等の長期にわたる期間後に色が変化することができる。したがって、基準組成物及び／又
は基準材料は、特定の期間後等に、ＣＯ２に反応するように構成することができ、かつシ
ステム及び／又はデバイスの保存寿命が切れたことを指示することができる。
【００７３】
　基準材料は、色変化材料とは別の材料とすることができる。その代わりに、又はそれに
加えて、基準材料は、色変化材料の一部とすることができ、オプションで、障壁材料（例
えば、蝋又はプラスチック）等の、２つを分離するための手段を用いて色変化材料から分
けることができる。幾つかの実施形態では、基準材料及び色変化材料は、デバイス及び／
又はシステム内で、及び／又は基準材料及び色変化材料が実質的に同じ条件（例えば、光
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、ガス、湿度等）に暴露されるような構成において、互いに極めて近接することができる
。信号対雑音比を用いて、基準材料及び色変化材料が実質的に同じ条件に暴露されている
か否かを判断することができる。幾つかの実施形態では、その信号対雑音比より大きな色
変化が、条件が実質的に同じでないことを指示することができる。或る特定の実施形態で
は、その信号対雑音比より１０％以上高い色変化が、条件が実質的に同じでないことを指
示することができる。
【００７４】
　図３～図６は、本発明による幾つかの実施形態における、異なる応用形態を可能にする
色変化材料１００の異なる構成の概略図である。詳細には、幾つかの構成では、色変化材
料は、その中に染み込ませた色変化指標を有する、紙の等の薄い材料を含みうる。他の実
施形態では、別の基層を設けることができ、それに色変化材料が取り付けられる。更に別
の実施形態では、色変化材料を無機物担体と呼ばれるものによって支持することができ、
それにより、色変化指標を、本発明による幾つかの実施形態における呼吸回路の表面上に
組成物の形で塗布できるようにすることができる。
【００７５】
　本発明による幾つかの実施形態では、色変化材料１００は、色変化指標を含む液体（例
えば、表面上に噴霧又は塗布することができる）又は薄い紙等の基層に染み込ませた色変
化指標等の、一体の形態で設けることができる。したがって、本発明によるこれらの実施
形態では、色変化材料１００は、呼吸回路の内面上に塗布又は被覆することができる。し
たがって、色変化材料１００は、高い比表面積を有する一体層を含みうる。その一体層は
、呼吸流内の二酸化炭素に反応して可逆的な色変化をもたらす化学種を染み込ませること
ができる。一体層は多孔性又は微小孔性にすることができる。例示的な一体層は、セルロ
ース紙、微小孔性オレフィン合成紙、並びに粘土及び／又はシリカ及び／又は粉砕石灰岩
及び／又は真珠岩及び／又は滑石又は他の無機物系材料等の粒子に基づく種々のコーティ
ングを含む。他のコーティングは、微粉セルロース及び／又は他の微粉有機材料又はその
組み合わせを含みうる。
【００７６】
　本発明による幾つかの実施形態では、色変化材料１００は、基層、結合層及び色変化層
（色変化指標を含む）を備える多層構成である。例えば、図４～図６を参照されたい。基
層は、紙、ガラス又はプラスチックフィルム若しくはシート、又は成形プラスチック製品
等の、薄い材料、硬質材料又は可撓性材料から選択することができる。基層材料は光学的
に透明、反射性若しくは不透明、又はそれらの組み合わせとすることができる。基層材料
は、色変化層のための機械的支持を与えるために選択することができ、また、色変化層の
光度測定を容易にするために、透過性、反射性又は不透明性等の所望の光学特性を与える
ように選択することができる。結合層は、色変化層を接着するために基板に塗布すること
ができる。結合層は、色変化層と基板との間の良好な機械的結合を得るために選択するこ
とができる。結合層は、結合層から色変化層の中に化学物質を移動させることによって色
変化化学作用を容易にする化学物質源を与えるように更に選択することができる。呼吸流
との相互作用を容易にするために高い比表面積を有する色変化層が含まれる場合もある。
色変化層は多孔性又は微小孔性とすることができる。色変化層は、呼吸流内の二酸化炭素
又は他の呼息されるガスに反応して可逆的な色変化をもたらす化学種を染み込ませること
ができる。
【００７７】
　本発明による幾つかの実施形態では、色変化材料１００は、例えば、図５に示されるよ
うに設けることができ、色変化材料１００は、基層、結合層及び色変化層（色変化指標を
含む）を備える多層構成である。この実施形態では、基層は、呼吸流の少なくとも一部を
含む気道回路の一部とすることができる。結合層は、色変化層を接着するために基板に塗
布することができる。結合層は、色変化層と基板との間の良好な機械的結合を得るために
選択することができる。結合層は、結合層から色変化層の中に化学物質を移動させること
によって色変化化学作用を容易にする化学物質源を与えるように更に選択することができ
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る。呼吸流との相互作用を容易にするために高い比表面積を有する色変化層が含まれる場
合もある。色変化層は多孔性又は微小孔性とすることができる。色変化層は、呼吸流内の
二酸化炭素に反応して可逆的な色変化をもたらす化学種を染み込ませることができる。
【００７８】
　本発明による幾つかの実施形態では、例えば、図６に示されるように、色変化材料１０
０は、平面導波路等の実質的に透明の物品であり、その導波路の少なくとも１つの縁部に
色変化層が接着されており、色層を取り付けられた導波路の部分は呼吸流の一部の中に突
出する。
【００７９】
　本明細書において記述されるように、色変化材料１００は色変化指標を含むことがあり
、色変化指標は、例えば、図４～図６に示される色変化材料１００の構造の中に色変化層
として組み込むことができる。色変化指標は、ＣＯ２の存在時に色に関する反応を与える
ことができる。以下の実施例は、作製された例示的な色変化指標を記述する。
【実施例１】
【００８０】
　本発明による色変化指標を、９．６グラムの水の中に溶解された０．４グラムの無水重
硫酸ナトリウムを用いて作製した。５．０グラムのグリセリンを追加し、溶解するように
混合した。１．０グラムの０．１％ｗ／ｗメタクレゾールパープル色素水溶液を追加し、
混合するように撹拌し、結果として、溶液を赤色に着色した。１０％ｗ／ｗの無水炭酸ナ
トリウム水溶液を、溶液の色が紫色に永久に変化するまで滴下した。これは約９．０のｐ
Ｈにおいて生じる。
【実施例２】
【００８１】
　本発明による別の色変化指標を、９．５グラムの水の中に溶解された０．５グラムの無
水重硫酸ナトリウムを用いて作製した。５．０グラムのグリセリンを追加し、溶解するよ
うに混合した。１．０グラムの０．１％ｗ／ｗメタクレゾールパープル色素水溶液を追加
し、混合するように撹拌し、結果として、溶液を赤色に着色した。１０％ｗ／ｗの無水炭
酸ナトリウム水溶液を、溶液の色が紫色に永久に変化するまで滴下した。これは約９．０
のｐＨにおいて生じる。
【実施例３】
【００８２】
　紙に色変化指標を染み込ませることへの代替形態としての無機物担体実施形態を、４．
０グラムのカオリン粘土を、２．０グラムの珪藻土（セライト５３５）、３．０グラムの
水及び１．０グラムのネオクリルＡ－６１４アクリルラテックス樹脂（ＤＳＭネオレジン
）と組み合わせて用いて、固練りのペーストを形成することにより作製した。約３ミルの
厚みの層をドクターブレード法によって重いポスター紙支持体上に塗布し、オーブン内で
５分間、１５０℃において加熱乾燥した。結果として形成された層は概ね白色であり、粘
着性であり、艶消し仕上げを有した。
【実施例４】
【００８３】
　無機物担体を、１．０グラムのカオリン粘土を、５．０グラムのカルシウムカーボネー
ト、３．０グラムの水及び１．０グラムのネオクリルＡ－６１４アクリルラテックス樹脂
（ＤＳＭネオレジン）と組み合わせて用いて、固練りのペーストを形成することにより作
製した。約３ミルの厚みの層をドクターブレード法によって重いポスター紙支持体上に塗
布し、オーブン内で５分間、１５０℃において加熱乾燥した。結果として形成された層は
概ね白色であり、透明であり、粘着性であり、艶消し仕上げを有した。
【実施例５】
【００８４】
　図６に示される色変化材料１００の実施形態を、３．０グラムの１０％（ｗ／ｗ）のモ
ノエタノールアミンのメタノール溶液、及び５．０グラムのネオクリルＡ－６１４アクリ
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ルラテックス樹脂（ＤＳＭネオレジン）からなる接着層を用いて、約２７０ｇ／平方メー
トルの基本重量を有する１枚の白色紙に張り合わせられた約３０ミルの厚みの１枚のポリ
カーボネートプラスチックを用いて作製した。その積層構造をオーブン内で５分間、約１
００℃において加熱乾燥した。結果として形成された構造は、透明なポリカーボネート支
持層に密着した粘着性白色紙層を有した。
【実施例６】
【００８５】
　図３に示される実施形態において示される色変化材料１００が、約１インチ幅及び２イ
ンチ長の従来のインクジェットプリンタ用紙の紙片を用いて作製され、５秒～１０秒間、
実施例１又は２の色変化指標に浸し、吸水性タオルで水分を抜き、６０秒間、約１００℃
において加熱乾燥した。結果として形成された紙片は、両面において濃い紫色を有し、触
れると乾燥しており、約１気圧の空気中で生理学的に関連するレベルの二酸化炭素、例え
ば、１％～１０％（ｖ／ｖ）に暴露されるとき、自然に、かつ可逆的に色合いが変化した
。二酸化炭素に反応した色合いの変化は、紙片の両側から識別できた。
【実施例７】
【００８６】
　図３に示される実施形態による色変化材料１００を、約１インチ幅及び約２インチ長の
実施例３及び４の無機物担体片を用いて作製し、色変化指標２に５秒～１０秒間浸し、オ
ーブン内で６０秒間、１００℃において加熱乾燥した。結果として形成された担体片は、
不透明であり、無機物で被覆された側において濃い紫色を有し、触れると乾燥しており、
約１気圧の空気中で生理学的に関連するレベルの二酸化炭素、例えば、１％～１０％（ｖ
／ｖ）に暴露されるとき、自然に、かつ可逆的に色合いが変化した。
【実施例８】
【００８７】
　図６に示される色変化材料１００を、約１インチ幅及び約２インチ長の実施例５のプラ
スチック支持体片を用いて作製し、実施例１又は２の色変化指標内に５秒～１０秒間浸し
、オーブン内で６０秒間、１００℃において加熱乾燥した。結果として形成された支持体
片は濃い紫色を有し、部分的に透明であり、触れると乾燥しており、約１気圧の空気中で
生理学的に関連するレベルの二酸化炭素、例えば、１％～１０％（ｖ／ｖ）に暴露される
とき、自然に、かつ可逆的に色合いが変化した。色合いの変化は、プラスチック支持体の
両側から識別できた。
【実施例９】
【００８８】
　本発明の実施形態による色変化指標を、０．４４グラムの無水重硫酸ナトリウムを９．
０グラムの水に溶解し、５．０グラムのグリセロールを追加し、混合するように撹拌し、
その後、１．０グラムのメタクレゾールパープルの０．１％（ｗ／ｗ）水溶液を追加する
ことによって調製した。その溶液を、約１．６７グラムの炭酸ナトリウム一水和物の２０
％（ｗ／ｗ）水溶液を用いて、永久のぶどう紫色に滴定した。体積比で２０の割合の結果
として形成された溶液を、体積比で２の割合の塩化ベンザルコニウム（Andwin Scientifi
c社品番１９０００９）、及び体積比で３の割合のモノエタノールアミンのメチルアルコ
ール１０％（ｗ／ｗ）溶液と結合した。結果として生成された溶液を、約３２０グラム／
平方メートルの基本重量を有する白色紙片上に塗布し、その後、オーブン内で６０秒間、
約１００℃において加熱乾燥した。結果として形成された紙片は、均一な空色を有し、触
れると乾燥しており、約１気圧の空気中で生理学的に関連するレベルの二酸化炭素、例え
ば、１％～１０％（ｖ／ｖ）に暴露されるとき、自然に、かつ可逆的に色合いが変化した
。色合いの変化は、紙片の両側から識別できた。
【実施例１０】
【００８９】
　本発明の実施形態による色変化指標を、３１．８ｇの水と、９３．６ｇの５％重硫酸ナ
トリウム溶液と、５８．２ｇのグリセリンと、３．６ｇのメタクレゾールパープルの１％
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溶液と、４．８ｇのメタノールアミンの１０％溶液と、重量比で１０％のラウリル硫酸ナ
トリウム及び重量比で０．４％のトリクロサンを含む１２．６ｇの溶液とを合わせること
によって調製した。その後、その組成物を、炭酸ナトリウムの１０％溶液を用いて８．７
の最終的なｐＨに滴定した。
【００９０】
　本発明の幾つかの実施形態によれば、呼吸流を監視する際に用いるための装置を提供す
ることができる。その装置は、色変化材料を含むことがあり、色変化材料の少なくとも一
部が反応部分を含みうる。反応部分の少なくとも一部は、呼吸流と接触しているように構
成することができる。反応部分の少なくとも一部は、第１のＣＯ２レベルへの暴露に基づ
いて第１の色を与えるように構成され、第１のＣＯ２レベルより高い第２のＣＯ２レベル
への暴露に基づいて第１の色から第１の色範囲を通って第２の色に変化するように構成さ
れる。幾つかの実施形態では、反応部分は色変化指標を含む。
【００９１】
　その装置は非反応部分も含みうる。非反応部分は、色変化材料の反応部分から離間して
配置することができる。幾つかの実施形態では、非反応部分は反応部分から離れている。
他の実施形態では、非反応部分は、色変化材料の少なくとも一部を含む。非反応部分の少
なくとも一部は、第１のＣＯ２レベルへの暴露に基づいて第１の色を与えるように構成さ
れ、第２のＣＯ２レベルへの暴露に基づいて、第１の色から、第１の色範囲より狭い第２
の色範囲を通って第３の色に変化するように構成される。第３の色は、ＣＯ２レベルを示
さない場合がある色相及び明度を含みうる。反応部分の第１の色及び非反応部分の第１の
色は実質的に同じ色とすることができる。幾つかの実施形態では、反応部分の第１の色及
び非反応部分の第１の色が第２のＣＯ２レベルに暴露される前に実質的に同じ色でない場
合には、その装置は期限が切れている場合があり、及び／又は推奨される保存寿命を過ぎ
ている場合がある。その代わりに、又はそれに加えて、非反応部分の第３の色が、ＣＯ２

レベルを示す色相及び明度を含む場合には、その装置は、期限が切れている場合があり、
及び／又は推奨される保存寿命を過ぎている場合がある。
【００９２】
　幾つかの実施形態では、反応部分及び非反応部分はそれぞれ、色素及び／又はアルカリ
性材料を含む色変化指標を含みうる。非反応部分内のアルカリ性材料の量は、非反応部分
に反応部分より高いｐＨを与えるように構成することができる。非反応部分のｐＨの方が
高いことによって、非反応部分内に存在する色素を抑制することができ、及び／又は色変
化指標をＣＯ２濃度の変化に反応しないようにすることができ、一方、反応部分のｐＨの
方が低いことによって、異なる波長の光を吸収すること等により色素を活性化できるよう
にすることができ、及び／又は色変化指標をＣＯ２濃度の変化に反応させることができる
。他の実施形態では、非反応部分には、色変化指標がない。
【００９３】
　更なる実施形態では、二酸化炭素指標を提供することができる。二酸化炭素指標は、本
明細書において記述されるような色変化材料と、本明細書において記述されるような基準
材料とを含みうる。色変化材料は二酸化炭素に反応することができ、基準材料は二酸化炭
素に実質的に反応しないことができる。二酸化炭素指標の色変化材料及び基準材料は、実
質的に同じ条件に暴露されるように構成することができる。幾つかの実施形態では、色変
化材料及び基準材料は互いに極めて近接しており、及び／又は呼吸流に対して同じ向きに
おいて存在する。
【００９４】
　色変化材料は、二酸化炭素の濃度の変化に反応して色が変化することによって二酸化炭
素に反応することができる。したがって、基準材料は、二酸化炭素の濃度の変化に反応し
て色が変化しないことによって、及び／又はＣＯ２濃度の変化を示す色に変化しないこと
によって、二酸化炭素に実質的に反応しないことができる。幾つかの実施形態では、基準
材料は色素を含み、色素を抑制することによって二酸化炭素に反応しないように構成され
る。他の実施形態では、基準材料は色変化材料の色と実質的に同じ明度及び色相である色
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を有するように印刷される。
【００９５】
　色変化材料及び基準材料は、より高いＣＯ２濃度を有する第２のＣＯ２濃度と接触する
前に、第１のＣＯ２濃度において実質的に同じ色とすることができる。二酸化炭素指標が
作用中であるとき、これにより、色変化材料の色を基準材料の色と比較できるようになり
、ＣＯ２濃度の変化の値及び／又は程度を判断するのを助けることができる。色変化材料
は、少なくとも１つの二酸化炭素濃度との接触に反応して第１の色から第２の色に変化し
、上記第１の色に戻るように構成することができる。幾つかの実施形態では、色変化材料
は、少なくとも２つの連続した二酸化炭素濃度との接触に反応して、毎分約１回～約６０
回、第１の色から第２の色に変化し、上記第１の色に戻るように構成される。したがって
、色変化材料の色は、ＣＯ２濃度の変化に反応して可逆的にすることができ、被検者の呼
吸サイクルに反応する速度において可逆的に色が変化することができる。例えば、呼吸サ
イクルの第１の呼息後に、色変化材料は、呼吸サイクル内の直後の第２の呼息に暴露され
る前に第１の色に戻ることができる。
【００９６】
　幾つかの実施形態によれば、キットを提供することができる。本発明のキットは、本明
細書において記述されるような色変化材料又は本明細書において記述されるような二酸化
炭素指標と、支持部材と、保存袋とを備えることができる。色変化材料又は二酸化炭素指
標は支持部材に取り付けることができる。幾つかの実施形態では、色変化材料又は二酸化
炭素指標は、支持部材に取外し可能に取り付けることができる。また、そのキットは、支
持部材に取外し可能に取り付けられるように、オプションで取り付けることができる、本
明細書において記述されるような基準材料を含むこともできる。或る特定の実施形態では
、支持部材は呼吸回路アダプタを備える。
【００９７】
　保存袋は、色変化材料又は二酸化炭素指標を外部の二酸化炭素から隔離するように構成
することができ、二酸化炭素に対して実質的に不浸透性にすることができる。保存袋は、
熱可塑性ポリマー（例えば、金属ポリエチレンテレフタレート（ＭＥＴＰＥＴ））等のポ
リマー、アルミホイル、スズホイル及び／又はニッケルホイル等の金属フォイル、アルミ
ニウム蒸着膜及び／又はスズ蒸着膜等の金属膜、及びその組み合わせを含みうる。幾つか
の実施形態では、保存袋は、水分及び／又は水蒸気に対して実質的に不浸透性である。そ
のキットは、水分乾燥剤（moisture desiccant）、酸素捕集剤（例えば、金属酸素捕集剤
）、二酸化炭素捕集剤、及びその任意の組み合わせを含みうる。水分乾燥剤の例としては
、シリカゲル、分子篩、塩化カルシウム等が挙げられるが、これらに限定されない。その
キットは水分乾燥剤、酸素捕集剤及び二酸化炭素捕集剤の少なくとも１つが入った小袋を
含み得る。二酸化炭素捕集剤の例としては、金属酸化物（例えば酸化カルシウム）、金属
水酸化物（例えば水酸化カルシウム）、シリカゲル及びそれらの任意の組合せが挙げられ
るが、これらに限定されない。幾つかの実施形態では、オプションで、水分乾燥剤、酸素
捕集剤、及び二酸化炭素捕集剤のうちの少なくとも１つを備える保存袋内に色変化材料又
は二酸化炭素指標を保管することにより、キットの保存寿命を長くすることができる。或
る特定の実施形態では、キットは、少なくとも約１年、約２年、約３年、又はそれ以上の
保存寿命を有することができる。
【００９８】
　図７Ａ及び図７Ｂは、本発明による幾つかの実施形態における、ＣＯ２検出システムの
概略図である。詳細には、図７Ａは、被検者が呼吸サイクルの一部として吸息するとき等
の、色変化材料１００が相対的に低い濃度のＣＯ２に暴露される場合のＣＯ２検出システ
ム７００の動作を示す。電子光エミッタ７０５は、電子光センサ７１０によって検出され
る色変化材料１００を照明する可視光を放射し、そのいずれもプロセッサ７２０の制御下
で動作することができる。本発明による幾つかの実施形態では、可視光は約４００ｎｍ～
約７００ｎｍの波長範囲に入る光を含み、その結果、この範囲のうちの少なくとも或る範
囲は、本発明による実施形態の支援なしには、観測者が知覚できない場合がある。
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【００９９】
　本明細書において記述されるように、呼吸サイクルの吸息部分中に、呼吸流内のＣＯ２

の濃度が相対的に低いので、色変化指標１００のｐＨにはほとんど、又は全く変化が生じ
ず、ｐＨはほぼｐＨ９において概ね一定のままである。指標１００において色のシフトは
生じず、電子センサ７１０によって検出される反射光は、色指標の初期色に大きさが類似
した特定の値を有する。例えば、本発明による幾つかの実施形態では、電子センサ７１０
によって検出される反射光の値は、可視光の赤色成分、緑色成分及び青色成分等の、その
色成分に分離することができ、各成分は、強度、明度、色温度等の特定の値によって特徴
付けることができる。本発明による他の実施形態では、可視光の成分は単一の色温度値を
表すことができ、その値は、例えば、図１９に示される１９３１ＣＩＥ図を用いて表すこ
とができる。色変化指標１００から反射され、電子センサ７１０によって検出される光の
値は、色変化指標１００と接触しているＣＯ２のレベルを指示することができ、そのレベ
ルはプロセッサ７２０によって求めることができる。
【０１００】
　図７Ｂは、呼吸サイクルの呼息部分中に動作する同じＣＯ２検出システム７００を示す
。図７Ｂによれば、電子エミッタ７０５は、呼吸サイクルの呼息部分中に相対的に高い濃
度のＣＯ２に暴露される色変化指標１００を照明する可視光を放射する。したがって、高
い濃度のＣＯ２が色変化指標１００と接触していることによって、色変化指標１００のｐ
Ｈは減少する（それゆえ、より酸性になる）ことができ、それは、色変化指標１００の色
の変化によって反映することができる。この色の変化は、図７Ａを参照しながら上記で記
述された同じ手法を用いて表すことができる電子センサ７１０によって検出することがで
きる。それゆえ、呼吸サイクルが進行するにつれて、色変化指標１００のｐＨの変化（暴
露されるＣＯ２のレベルが変化することに起因する）を電子センサ７１０によって求め、
反射光の値を解析することができる。
【０１０１】
　本発明による幾つかの実施形態では、可視光として「白色」光を用いることができ、白
色光は赤色、緑色及び青色の成分を含む。さらに、赤色成分と青色成分との比（反射光内
）が、色変化指標１００が相対的に低い濃度のＣＯ２に暴露されるときに、赤色対青色比
の第１の値をもたらすことができる。図７Ａに更に示されるように、同じ状況において、
緑色成分と青色成分との比も緑色対青色比の初期の第１の値をもたらすことができる。他
のタイプの可視光及びその成分を利用することもできることは更に理解されよう。
【０１０２】
　対照的に、図７Ｂに示されるように、色変化指標１００が相対的に高い濃度のＣＯ２に
暴露されるときに、赤色成分と青色成分との比は、第１の値より高い第２の値をもたらす
ことができる。図７Ｂに更に示されるように、緑色成分と青色成分との比も第１の値より
高い。本発明者らは理解しているが、本発明による幾つかの実施形態では、緑色対青色比
は、雑音及び他の外部要因の影響を受けにくい場合があり、図７Ａ及び図７Ｂによって示
される環境において検出される明度に関するより安定した指示を与えることができる。
【０１０３】
　図７Ａ及び図７Ｂによれば、１つの成分と別の成分との比は、高いレベルのＣＯ２の存
在時に大きくなる。例えば、図７Ａでは、相対的に低いレベルのＣＯ２を、赤色成分、緑
色成分及び青色成分、それぞれ８０、５０及び７０によって明示することができる。しか
しながら、図７Ｂに示されるように、ＣＯ２のレベルが高くなるとき、色成分明度は、例
えば、それぞれ８３、５５及び７１に変化することができる（ただし、成分明度は明度／
１００として表される）。それゆえ、選択された成分の互いに対する比の変化が、ＣＯ２

の変化を指示することができる。
【０１０４】
　本発明による幾つかの実施形態では、複数の成分明度間の比較がＣＯ２レベルの指示を
与えることができる。本発明による幾つかの実施形態では、単一の成分明度の変化が、Ｃ
Ｏ２レベルの変化を指示することができる。
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【０１０５】
　本発明による幾つかの実施形態では、色変化材料は、ＣＯ２の存在時に飽和度が高くな
る第１の色又は色群と、ＣＯ２の存在時に飽和度が低くなる第２の色又は色群と、その飽
和度がＣＯ２の存在に影響を受けない第３の色又は色群とを選択することによって解析す
ることができる。第１の色、第２の色及び第３の色ごとに倍率を求めることができ、比色
センサ内のＣＯ２濃度を表す値を計算するために、第１の色、第２の色及び第３の色、及
び／又はそれぞれの倍率を組み合わせる計算法を適用することができ、それにより、計算
されたＣＯ２濃度が、水分、凝縮、又は比色センサ材料内の緩衝液の喪失によって引き起
こされる長期の色ずれからの干渉効果の影響を相対的に受けにくくなる。
【０１０６】
　本発明による幾つかの実施形態では、第１の色又は色群は、少なくとも部分的に脱プロ
トン化された指標色素の吸収スペクトル内の１つ以上の吸収最大値と一致するように選択
することができる。本発明による幾つかの実施形態では、第２の色又は色群は、少なくと
も部分的にプロトン化された指標色素の吸収スペクトル内の１つ以上の吸収最小値と一致
するように選択することができる。
【０１０７】
　本発明による幾つかの実施形態では、第３の色又は色群は、色指示色素の吸収スペクト
ル内の１つ以上の等吸収点と一致するように選択することができる。本発明による幾つか
の実施形態では、第１及び第２の色又は色群は、色が吸収スペクトル内に入る場合がある
場所に関係なく、検出応答の最大信号レベルを計算するのに基づいて選択することができ
る。本発明による幾つかの実施形態では、第１の色群及び第２の色群からの色の飽和度の
瞬時比が、第１の色群及び第２の色群の色の飽和度の時間加重平均及び／又は移動平均と
比較される。電子エミッタ７０５は、ＬＥＤ（複数の場合もある）にバイアスをかけ、電
流を与えるドライバ回路等の、プロセッサ７２０を用いてＬＥＤを動作させるために用い
られる他の支援電子回路とともに用いられる、発光ダイオード等の発光デバイスとするこ
とができる。
【０１０８】
　白色ＬＥＤランプの代表的な例は、ＹＡＧ等の燐光体で被覆された、窒化ガリウム（Ｇ
ａＮ）から作製される青色発光ダイオードチップのパッケージを含む。そのようなＬＥＤ
ランプは、青色発光ダイオードチップが青色放射を生成し、燐光体が、その放射を受光す
ると黄色蛍光を生成し、その蛍光は、青色からシフトした黄色（ＢＳＹ）と呼ばれること
もある。例えば、白色発光ダイオードは、青色光を発光する半導体発光ダイオードの外面
上にセラミック燐光体層を形成することによって作製することができる。その発光ダイオ
ードチップから放射された青色光線の一部が燐光体を通り抜け、一方、その発光ダイオー
ドチップから放射された青色光線の一部は燐光体によって吸収され、燐光体は励起され、
黄色光線を放射する。発光ダイオードによって放射され、燐光体を透過する青色光の部分
は、燐光体によって放射された黄色光と混合される。
【０１０９】
　より具体的には、「ＢＳＹ　ＬＥＤ」は青色ＬＥＤ及び関連付けられる受容性発光団媒
体を指しており、それらは合わせて、全体として黄色範囲内にある、以下のｘ、ｙ色度座
標（０．３２，０．４０）、（０．３６，０．４８）、（０．４３，０．４５）、（０．
４２，０．４２）、（０．３６，０．３８）、（０．３２，０．４０）によって画定され
る１９３１ＣＩＥ色度図（図１９）上の台形「ＢＳＹ領域」内に入る色点を有する光を放
射する。例えば、図５を参照されたい。「ＢＳＧ　ＬＥＤ」は、青色ＬＥＤ及び関連付け
られる受容性発光団媒体を指しており、それらは合わせて、全体として緑色範囲内にある
、以下のｘ、ｙ色度座標（０．３５，０．４８）、（０．２６，０．５０）、（０．１３
，０．２６）、（０．１５，０．２０）、（０．２６，０．２８）、（０．３５，０．４
８）によって画定される１９３１ＣＩＥ色度図（図１９）上の台形「ＢＳＧ領域」内に入
る色点を有する光を放射する。「ＢＳＲ　ＬＥＤ」は、青色ＬＥＤによって放射される光
に応答して６００ｎｍ～７２０ｎｍの主波長を有する光を放射する受容性発色団媒体を含
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む青色ＬＥＤを指している。ＢＳＲ　ＬＥＤは通常、光出力対波長のプロット上で２つの
異なるスペクトルピーク、すなわち、青色範囲内の青色ＬＥＤのピーク波長における第１
のピークと、赤色範囲内にあり、青色ＬＥＤからの光によって励起されるときの受容性発
光団媒体内の発光材料のピーク波長における第２のピークとを有することになる。通常、
赤色ＬＥＤ及び／又はＢＳＲ　ＬＥＤは６００ｎｍ～６６０ｎｍ、大抵の場合に、６００
ｎｍ～６４０ｎｍの主波長を有することになる。
【０１１０】
　図１９に示されるように、１９３１ＣＩＥ色度図上の色は、概ねＵ字形のエリア内に入
るｘ座標及びｙ座標（すなわち、色度座標又は色点）によって定義される。そのエリアの
外側に、又は外側付近にある色は単一の波長を有するか、又は非常に短い波長分布を有す
る光から構成される飽和色である。そのエリアの内側にある色は、種々の波長を混合した
波長からなる不飽和色である。白色光は、数多くの異なる波長を混合した波長とすること
ができ、概ね、その図の中央付近の、図１９において１０６を付された領域において見ら
れる。領域１０６のサイズによって明示されるように、「白色」と見なすことができる光
の数多くの異なる色相が存在する。例えば、ナトリウム蒸気照明デバイスによって生成さ
れる光等の、或る「白色」光は黄みがかった色に見える場合があり、一方、幾つかの蛍光
照明デバイスによって生成される光等の、他の「白色」光は青みがかった色に見える場合
がある。
【０１１１】
　概して緑色に見える光は、白色領域１０６の上方にある領域１０１、１０２及び１０３
内にプロットされ、一方、白色領域１０６の下方の光は概してピンク色、紫色又はマゼン
タ色に見える。例えば、図５の領域１０４及び１０５内にプロットされる光は概してマゼ
ンタ色（すなわち、赤紫色又は紫がかった赤色）に見える。
【０１１２】
　また、図１９には黒体軌跡１０６も示されており、黒体軌跡は種々の温度に加熱される
黒体放射体によって放射される光の色点の位置に対応する。詳細には、図１９は、黒体軌
跡に沿った温度リストを含む。これらの温度リストは、そのような温度まで加熱される黒
体放射体によって放射される光の色経路を示す。加熱された物体が白熱光を発するとき、
その物体は最初に赤みを帯びて輝き、その後、黒体放射体のピーク放射に関連付けられる
波長が、温度の上昇とともに徐々に短くなるにつれて、黄色みを帯び、白色になり、最後
に青みを帯びて輝く。したがって、黒体軌跡上に、又はその付近にある光を生成する発光
体は、その相関色温度（ＣＣＴ）に関して示すことができる。
【０１１３】
　特定の光源の色度は、その光源の「色点」と呼ばれる場合がある。白色光源の場合、色
度は、光源の「白色点」と呼ばれる場合がある。上記で言及されたように、白色光源の白
色点は、黒体軌跡に沿って位置することができる。したがって、白色点は光源の相関色温
度（ＣＣＴ）によって識別することができる。白色点は通常、約２０００Ｋ～約８０００
ＫのＣＣＴを有する。４０００のＣＣＴを有する白色光は黄色味を帯びて見える場合があ
り、８０００ＫのＣＣＴを有する白色光は青みを帯びて見える場合がある。約２５００Ｋ
～約６０００Ｋの色温度において黒体軌跡上に、又はその付近にある色座標は、観測者に
感じの良い白色光をもたらすことができる。
【０１１４】
　「白色」光は、黒体軌跡付近にあるが、その真上にない光も含む。１９３１ＣＩＥ色度
図上でマクアダム楕円を用いて、密接に関係しているので観測者にとって同じように、又
は実質的に同じように見える色点を識別することができる。マクアダム楕円は、中心点か
ら視覚的に区別できない全ての点を含む、１９３１ＣＩＥ色度図等の２次元色度空間内の
中心点周囲の閉じた領域である。７段階マクアダム楕円が通常の観測者にとって区別でき
ない点を７個の標準偏差内で捕捉し、１０段階マクアダム楕円が通常の観測者にとって区
別できない点を１０個の標準偏差内で捕捉し、それ以外も同様である。したがって、黒体
軌跡上の点の１０段階マクアダム楕円内にある色点を有する光は、黒体軌跡上の点と同じ
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色を有すると見なすことができる。
【０１１５】
　これらのタイプ（及び他の）ＬＥＤの使用は、より忠実な色再現を促進することができ
、それは演色評価数（ＣＲＩ）を用いて一般的に測定される。ＣＲＩは、照明システムの
演色が黒体放射体の演色にいかに匹敵するかに関する相対的な測定値であり、すなわち、
特定のランプによって照明されるときの物体の表面色のシフトの相対的尺度である。照明
システムによって照明される１組の試験色の色座標が、黒体放射体によって照射される同
じ試験色の座標と同じである場合には、ＣＲＩは１００に等しい。昼光は最も高い（１０
０の）ＣＲＩを有し、白熱電流は相対的に近く（約９５）、蛍光灯はより正確でない（７
０～８５）。或る特定のタイプの特殊な照明は相対的に低いＣＲＩを有する（例えば、水
銀灯又はナトリウム灯、いずれも約４０程度に、更にはそれより低い）。ナトリウム灯は
、例えば、幹線道路を照明するために用いられる。しかしながら、ＣＲＩ値が低いほど、
運転者の反応時間は著しく低下する（例えば、任意の所与の輝度の場合、ＣＲＩが低いほ
ど、視認性が低下する）。したがって、プロセッサ７２０は、例えば、ＣＲＩ、色温度、
明度、ＣＣＴ等を利用して、電子センサ７１０によって受光される反射光に関連付けられ
る値を求めることができ、それを更に用いて、ＣＯ２レベルを求めることができる。ＣＯ

２レベルは、式又はルックアップテーブル等の任意の手法によって求めることができるこ
とは理解されよう。
【０１１６】
　図８は、本発明による幾つかの実施形態におけるＣＯ２検出システムの概略図である。
図８に示されるように、色変化材料１００は、呼吸回路に取外し可能に結合されるように
構成されるアダプタ８０７の内側壁８０１に位置する。例えば、アダプタ８０７は、人工
呼吸器、呼吸マスク、及び手術室内、救急処置室内等の医療手順のために用いられる他の
装置等のシステムにおいて一般的に用いられる標準的な形状因子のチューブに取外し可能
に結合されるように構成される。アダプタ８０７は、アダプタ８０７を通して搬送される
呼吸ガスの少なくとも一部が色変化材料１００の表面と接触するように、呼吸流が長手方
向に流動できるように更に構成される。色変化材料１００の向き及び場所に起因して、呼
吸ガスの流れは実質的に妨げられないことは理解されよう。色変化材料１００は側壁８０
１に取り付けられるように示されるが、色変化材料１００は、図示されるように、その中
の流れを実質的に妨げないように呼吸ガス流に対して長手方向に向けられるとき、アダプ
タ８０７の内側の任意の位置に配置できることは理解されよう。
【０１１７】
　電子エミッタ８０５がアダプタ８０７の外側に位置し、アダプタ８０７の中に可視光を
放射し、アダプタ８０７上に位置する色変化材料１００を照明するように構成される。電
子センサ８１０もアダプタ８０７の外側に位置し、色変化材料１００によって反射された
光の一部を受光するように構成される。本明細書において記述されるように、呼吸ガス内
のＣＯ２の量の変化によって、色変化材料１００のｐＨが変化し、それにより、色のシフ
トを引き起こす可能性があり、そのシフトを電子センサ８１０を用いて検出し、色変化材
料１００によって反射された可視光の種々の光成分のレベルを求めることができる。
【０１１８】
　図９は、本発明による幾つかの実施形態におけるＣＯ２検出システムの概略図である。
図９によれば、色変化材料１００は、アダプタ９０７の内面９０１上に位置する。電子エ
ミッタ９０５が、色変化材料１００と反対側のアダプタ９０７の外側に位置する。アダプ
タ９０７は、呼吸ガスが、色変化材料１００の表面と接触しながら、長手方向に搬送され
るように構成される。
【０１１９】
　電子センサ９１０が、電子エミッタ９０５の位置に対して色変化材料１００の後方のア
ダプタ９０７の外側に位置する。電子センサ９１０はスペーサ９１２によってアダプタ９
０７の外面から離間して配置することができ、スペーサは、センサ９１０のための支持台
と表面との間に空間を作り出す。その空間を利用して、センサ９１０上にフィルタ（赤色
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フィルタ、緑色フィルタ及び青色フィルタ等の）を収容することもでき、それらのフィル
タを用いて、それらの光成分の検出を助長することができる。
【０１２０】
　したがって、電子エミッタ９０５が可視光を放射するとき、可視光は色変化材料１００
に影響を及ぼすが、例えば図８を参照しながら上記で説明されたように表面からセンサに
反射するのではなく、その可視光は、色変化材料１００の反対側の、アダプタ９０７の外
側に位置する電子センサ９１０によって検出される。電子センサ９１０を用いて、本明細
書において記述されるように、呼吸流内のＣＯ２の相対レベルを求めることができること
は理解されよう。
【０１２１】
　図１０は、本発明による幾つかの実施形態におけるＣＯ２検出システムの概略図である
。図１０によれば、色変化材料１００はアダプタ１００７の内面１００１上に位置し、呼
吸ガスの流れを実質的に制限することなく、呼吸ガス流が色変化材料と接触できるように
構成される。図１０に更に示されるように、反射体１０１１が色変化材料１００に対して
反対側の、アダプタ１００７の外側に位置する。電子エミッタ１００５がアダプタ１００
７の外側に位置し、反射体１０１１に突き当たる可視光を放射し、可視光は、図に示され
るように、色変化材料１００上に反射される。色変化材料１００上に反射された可視光は
、反射体１０１１に対して反対側の、アダプタ１００７の外側に位置する電子センサ１０
１０を用いて検出される。本明細書において記述されるように、呼吸ガス流内のＣＯ２の
相対レベルを求めることができることは理解されよう。
【０１２２】
　図１１は、本発明による幾つかの実施形態におけるＣＯ２検出システムの概略図である
。図１１によれば、色変化材料１００は、アダプタ１１０７の内面１１０１上に位置する
。色変化材料１００は、アダプタ１１０７内で、呼吸ガスの流れを実質的に妨げることな
く、その中を搬送される呼吸ガス流が色変化材料と接触できるように構成される。図１１
に更に示されるように、アダプタ１１０７の側壁は、電子エミッタ１１０５によって放射
された可視光を色変化材料１００の表面上に屈折させるように構成される光路を含む。色
変化材料１００上に反射された可視光は、電子センサ１１１０によって検出することがで
きる。本明細書において記述される手法に基づいて、呼吸ガス流内のＣＯ２の相対レベル
を求めることができることは理解されよう。
【０１２３】
　図１２は、本発明による幾つかの実施形態におけるＣＯ２検出システム内に含まれる例
示的なディスプレイの概略図である。図１２によれば、ディスプレイのＣＯ２レベル部分
１２０５は、反射された可視光内に含まれる色成分の電子センサ処理に基づいて呼吸流内
のＣＯ２のレベルを指示する。ディスプレイの補助部分１２１０は、被検者の状態に関す
る他の情報を含みうる。例えば、補助情報１２１０は、呼吸速度を指示する読み出された
ＲＲ、無呼吸状態を知らせるインジケータ光、及び電子レベルインジケータを含みうる。
【０１２４】
　図１３は、被検者の口及び鼻を覆って配置されるように構成され、図１２に示されるデ
ィスプレイ１２００を含むマスクの概略図である。ディスプレイ１２００はマスクのブリ
ッジ部分に位置するように示されるが、ディスプレイ１２００は、特定の環境において使
用するのを容易にする、マスクの任意の向き又は場所に位置することができることは理解
されよう。詳細には、例えば、本発明による幾つかの実施形態では、ディスプレイ１２０
０はマスクの側部に位置することができる。
【０１２５】
　図１４は、本発明による幾つかの実施形態における、開放呼吸環境において動作するよ
うに構成されたＣＯ２検出システムの概略図である。図１４によれば、本明細書において
記述されるように、色変化材料１００は、電子エミッタ及び電子センサとともに、開放環
境内に位置することができる。例えば、色変化材料１００は、被検者の鼻及び／又は口に
隣接し、例えば、図８に示されるアダプタ内には封入されない。図１４によれば、開放環
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境ＣＯ２検出システム１４００は、本明細書において記述される色変化材料１００を含み
うるセンサ部分１４０５を含む。また、センサ部分は、センサ部分１４０５から遠隔して
位置するエミッタから可視光を送光できるようにする送光／受光システムも含みうる。送
光／受光システムは、反射された可視光がセンサ部分１４０５から遠隔している電子セン
サに与えられるようにする受光器も含みうる。
【０１２６】
　ＣＯ２検出システム１４００は電子部分１４１０も含み、電子部分は電子エミッタ及び
電子センサを含むことがあり、電子エミッタ及び電子センサはセンサ部分１４０５との間
に位置する伝送媒体１４１５を介してセンサ部分１４０５と通信する。本発明による幾つ
かの実施形態では、電子部分１４１０は、図１２において示されるディスプレイ等のディ
スプレイも含みうることが理解されるであろう。本明細書において記述されるような呼吸
回路内に封入されないという事実にもかかわらず、動作時に、被検者が開放環境において
呼吸するとき、センサ部分１４０５内に位置する色変化材料と十分なＣＯ２を接触させる
ことができる。遠隔した電子部分１４１０は、伝送媒体１４１５を介してセンサ部分１４
０５と通信しており、開放環境において呼吸流に含まれるＣＯ２レベルを同じように求め
ることができる。
【０１２７】
　図１５Ａ及び図１５Ｂは、図１４に示されるＣＯ２検出システム１４００の異なる図で
ある。図１５Ａによれば、センサ部分１４０５は、呼息されたＣＯ２が、その内部に位置
する色変化材料と接触できるようにするポートを含みうる。さらに、センサ部分１４０５
は、マイクロフォン、酸素ポート並びに他のモダリティ及び／又はセンサ等の他の機構を
含みうる。図１５Ｂに示されるように、色変化材料１００は、センサ部分１４０５に取外
し可能に結合される装置の一部として含めることができる。例えば、不正確なＣＯ２レベ
ルが報告される場合がある程度まで、色変化指標に含まれる緩衝液が使い果たされたとき
等に、色変化材料１００を交換するために、ＣＯ２検出システム１４００を被検者から取
り外す必要がないように、色変化材料１００はセンサ部分１４０５の背面に挿入されるカ
ートリッジの一部として含めることができる。したがって、ＣＯ２センサの色変化材料１
００が交換される間に、酸素又は他の機構等の被検者への他のサービスを中断しないこと
ができる。
【０１２８】
　図１６は図１４に示されるＣＯ２検出システム１４００の光学的実施態様の概略図であ
る。図１６によれば、色変化材料１００は、センサ部分１４０５内に、例えば、図１４に
示されるように呼吸流に隣接して位置することができる。伝送媒体１４１５は光ケーブル
によって設けることができ、それにより、電子エミッタが伝送媒体の第１のチャネル、す
なわち、第１の光チャネル１６０５を介して色変化材料１００に可視光を与えることがで
きるようになるのに対して、光センサは、反射された可視光を第２の光チャネル１６１０
を介して与えられる。他のタイプの伝送媒体も用いることができることは理解されよう。
【０１２９】
　ＣＯ２レベル又は他のタイプの化合物を検出するために設計された回路は、電池からの
電力によって動作するポータブルユニット内に収容されるほど十分に小さくできることに
も留意されたい。ポータブルユニットを有することに関する利点は数多いが、現場の条件
下で遠隔した場所において利用可能であることを含みうる。これにより、検出器を、全て
のＥＭＴ、初期対応者、軍隊、警察署員等に与えることを可能にすることができる。種々
のタイプの電池を用いて、ＣＯ２の存在を検出し、かつ任意のタイプのディスプレイ又は
データ伝送を動作させるのに十分な電力を生成することができる。他の電源を用いること
もできる。
【０１３０】
　さらに、ＣＯ２検出システムは、実際の測定地点においてデータ又は測定値を表示する
ように設計された一体型ユニットになるように設計することができ、それは、気管内チュ
ーブ、人工呼吸マスク、又はＣＯ２の存在を試験されるように意図された呼息ガス源に取
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り付けられるデバイスの一部として組み込まれるディスプレイである。代替の方法は、携
帯型又は実際には卓上型とすることができる特別に設計された専用ベースユニットへの無
線接続を介して、又は特定のアプリケーション／スマートフォンプラットフォーム上で使
用されるように書かれたアプリを介して、収集されたデータ又は測定値を遠隔監視できる
ようにする。
【０１３１】
　図１７は、本発明による幾つかの実施形態におけるＣＯ２検出システムのための試験設
定の概略図である。図１８は、図１７の試験設定において動作するＣＯ２検出システムに
よって生成されるＣＯ２情報を示すグラフである。
【０１３２】
　二酸化炭素検出器１が、医療気道回路に嵌め込むコネクタとして一般的に用いられる２
１ｍｍアダプタチューブの内部に構成された。色変化材料は、チューブ内の空気流が色変
化材料の表面に対して実質的に平行であり、色変化材料がチューブ内の概ね赤道位置にあ
るように取り付けられた。色変化材料の比色活性面は、面実装パッケージ内に赤色ＬＥＤ
、緑色ＬＥＤ及び青色ＬＥＤを含む多色ＬＥＤディスプレイを用いて、チューブの外側か
ら照明された。色検知デバイスがＬＥＤに隣接して、チューブの外側に取り付けられた。
色検知デバイスは、色変化材料の表面に向けられ、その表面から反射された光の一部を取
り込んだ。色検知デバイスは反射光内の赤色光、緑色光及び青色光の相対的な部分を表す
デジタル信号を与えるように電子的に構成された。
【０１３３】
　チューブ内のガスは空気及び二酸化炭素の混合物を含み、その相対的な割合が変更され
る可能性があった。呼吸回路は呼吸マスクに接続され、毎分１０回の呼吸及び毎分４リッ
トルの体積流量の人間の呼吸をシミュレートした。ガス回路は、呼吸サイクルの呼息部分
中に「ポリソーブ」二酸化炭素スクラバを通してガスを送るように構成された。これによ
り、ガス流内の全てのＣＯ２が除去された。ＣＯ２は、呼息サイクル中にＣＯ２の生成を
再現するために回路の一部において混合された。「呼息」呼吸は色変化材料を含むチュー
ブの中に通され、その後、スクラバに送られた。標準的な生理学的レベル未満から標準よ
り高いレベルまで意図的に変更された二酸化炭素の種々の混合物を呼吸しながら、色セン
サデバイスのデジタル出力からのデータが記録され、図１８に示されるように、経時的に
プロットされた。そのプロットは、呼吸流内の二酸化炭素含有量に応じて、赤色と青色と
の平均比が変化したことを示した。また、そのプロットは、呼吸ごとの二酸化炭素の差が
記録できることも示した。データが、二酸化炭素含有量及び呼吸速度の正確な較正を与え
ることがわかった。
【０１３４】
　本発明による更なる実施形態では、色変化材料１００は少なくとも２つの部分を含むこ
とがあり、少なくとも１つの部分はＣＯ２暴露に反応するのに対して、別の部分はＣＯ２

に反応しない。したがって、反応部分は呼吸流内のＣＯ２レベルに反応して色が変化する
ように構成することができる。しかしながら、非反応部分は、プロセッサ回路に基準信号
を与えるために用いることができるように色が変化しないことができる（又は反応部分と
比べて小さな色変化を示すことができる）。基準信号を用いて、例えば、色変化材料１０
０の機能を経時的に監視することができる。
【０１３５】
　色変化材料１００は経時的に呼吸流に繰り返し暴露されるので、呼吸流内の同じレベル
のＣＯ２に暴露されるにもかかわらず、反応部分によって示される色変化は小さくなる可
能性がある。それに応じて、色変化材料１００の反応部分は、ＣＯ２レベルの正確でない
指示を与える場合がある。本発明者らは理解しているが、非反応部分によって示される色
を、呼吸流内のＣＯ２レベルに反応して反応部分によって示される色変化と比較すること
ができる。色の違いが所定のしきい値より小さい場合には、色変化材料１００の機能が無
効である可能性があることを指示する信号を生成することができる。
【０１３６】
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　本発明による幾つかの実施形態では、色変化材料１００に動作可能に結合される回路は
、複数の可視光センサ回路を含みうる。例えば、本発明による幾つかの実施形態では、可
視光は、色変化材料の反応部分及び非反応部分に突き当たるように呼吸回路の中に放射す
ることができる。第１の可視光センサ回路を色変化材料１００の反応部分に動作可能に結
合することができるのに対して、第２の可視光センサ回路を色変化材料１００の非反応部
分に動作可能に結合することができる。このタイプの構成によれば、上記のように、反応
部分によって示される色変化を経時的に監視できるようになる。本発明による幾つかの実
施形態では、第１の可視光センサ回路及び第２の可視光センサ回路は、プロセッサ回路に
よって別々に制御される。
【０１３７】
　色変化材料１００は、反応部分に突き当たる放射された可視光が第２の可視光センサ回
路に影響を及ぼさないように、かつ非反応部分に突き当たる可視光が第１の可視光センサ
回路に影響を及ぼさないように、異なる部分に分けることができる。言い換えると、色変
化材料１００の構成は、個々のセンサ回路を放射された可視光の不要な部分から遮断する
ことができる。
【０１３８】
　本発明による更に別の実施形態では、可視光センサ回路のうちの１つを利用して、呼吸
回路内の周囲光レベルを検出することができる。動作時に、プロセッサ回路は可視光セン
サ回路のうちの１つから基準信号として周囲光成分を受光することができ、基準信号を利
用して、他の可視光センサ回路によって検出される周囲光成分を補償することができる。
【０１３９】
　図２０は、本発明による幾つかの実施形態における、呼吸回路内に含まれ、電気的に生
成された可視光に暴露される色変化材料１００と、その電子的検知との概略図である。具
体的には、図２０は、色変化材料１００が、呼吸回路によって搬送される呼吸流内の相対
的に低いＣＯ２レベルに暴露されることを示す。第１の可視光センサ回路２０１５が色変
化材料１００の反応部分２００５に動作可能に結合されるのに対して、第２の可視光セン
サ回路２０２０が色変化材料１００の非反応部分２０１０に動作可能に結合される。動作
時に、可視光エミッタ回路７０５が可視光を色変化材料１００上に放射するとき、第１の
可視光センサ回路２０１５が、反応部分２００５を通り抜ける、放射された可視光の第１
の部分を検出するのに対して、第２の可視光センサ回路２０２０が、非反応部分２０１０
を通り抜ける、放射された可視光の第２の部分を検出する。
【０１４０】
　相対的に低いレベルのＣＯ２は、反応部分２００５から特定の色反応を引き出すので、
可視光センサ回路２０１５はプロセッサ回路７２０に反応信号を与える。対照的に、第２
の可視光センサ回路２０２０は、相対的に低いレベルのＣＯ２に暴露されるときに、反応
部分２００５によって与えられる色変化に対して、ほとんど色変化がないこと（又は少な
くとも小さくなった色変化）を表す基準信号を生成する。
【０１４１】
　図２０に更に示されるように、色指示２０３０の成分は、第１の可視光センサ回路２０
１５によって生成された反応信号に関連付けられるのに対して、色基準指示２０２５の成
分は、第２の可視光センサ回路２０２０によって生成された基準信号内に含まれる色成分
を示す。図２０に示されるＣＯ２レベルが相対的に低いことから、色指示２０３０及び色
基準指示２０２５は互いに実質的に同一である場合があることは理解されよう。
【０１４２】
　図２０に更に示されるように、第２の可視光センサ回路２０２０を用いて、周囲光基準
成分２０３５を求めることもできる。動作時に、プロセッサ回路７２０は、色基準信号２
０２５の個々の成分を加算することによって、周囲光基準成分２０３５を与えることがで
きる。本発明による他の実施形態では、プロセッサ回路７２０は、クリアチャネル等の、
センサ回路２０２０の別の部分にアクセスして、周囲光基準成分２０３５を与えることが
できる。プロセッサ回路７２０は、周囲光基準成分２０３５を用いて色指示２０３０を補
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償することができる。本発明による幾つかの実施形態では、周囲光基準成分２０３５を色
指示２０３０から減算して、（色指示２０３０に及ぼす周囲光の影響を低減することによ
って）第１の可視光センサ回路２０１５によって検出された放射された可視光の部分だけ
からなる更に正確な指示を与えることができる。本発明による幾つかの実施形態では、周
囲光成分２０３５は、上記センサ回路のいずれかを用いて、又は別のセンサ回路によって
与えることができる。
【０１４３】
　図２１は、本発明による幾つかの実施形態における、呼吸回路内に含まれ、電気的に生
成された可視光に暴露される色変化材料と、その電子的検知との概略図である。図２１に
よれば、色変化材料１００は、呼吸サイクルの一部として呼吸回路によって搬送される呼
吸流内の相対的に高いＣＯ２レベルに暴露される。図２１に更に示されるように、色変化
材料１００によって検出されるＣＯ２レベルが上昇するために、色指示２０３０は、図２
０に示される指示から変化するのに対して、非反応部分２０１０によって与えられる色基
準指示２０２５は、図２０に示される指示（すなわち、相対的に低いＣＯ２レベル環境）
と同じままである場合がある。
【０１４４】
　動作時に、プロセッサ回路７２０は、非反応部分２０１０によって与えられる色基準指
示２０２５を反応部分２００５によって与えられる色指示２０３０と比較することができ
る。プロセッサ回路７２０が、色指示２０３０が高いＣＯ２レベル環境内において予想さ
れる色変化よりも小さい色変化を示すと判断する場合には、プロセッサ回路は、色変化材
料１００のメンテナンスが実行されるべきであるという信号を与えることができる。例え
ば、プロセッサ回路７２０は、色変化材料１００が交換されるべきであることを指示する
ことができる。
【０１４５】
　本発明者らは理解しているが、色変化材料１００は繰り返し利用されるので、呼吸流に
繰り返し暴露されることに起因して、色変化材料の反応性が大きく低下する場合がある。
それゆえ、経時的により正確な結果を与えるために、所定のしきい値に達した場合には、
色変化材料１００は、新しい色変化材料１００と取り換えることができる。本発明者らは
更に理解しているように、色基準指示２０２５を「基線」として利用して、機能している
（又は元の）状態において反応部分２００５によって示される色を指示することができる
。言い換えると、色基準指示２０２５は、反応部分２００５が、呼吸回路内にあるときに
示すべき既知の良好な色に対応することができる。経時的に、色変化材料１００が呼吸流
内のＣＯ２に暴露されるにつれて、反応部分２００５によって示される色変化は小さくな
る場合があり、それゆえ、非反応部分２０１０に関連付けられる色基準指示２０２５に酷
似してくる場合がある。
【０１４６】
　図２１に更に示されるように、プロセッサ回路７２０は、第２の可視光センサ回路２０
２０を利用して、第１の可視光センサ回路２０１５によって与えられる色指示２０３０を
調整するために用いることができる周囲光基準成分２０３５を与えることができ、それに
より、プロセッサ回路７２０は、周囲光からの寄与を小さくすることによって、色変化材
料１００が暴露されるＣＯ２レベルのより正確な指示を求めることができる。他の回路を
用いて、周囲光成分を与えることもできる。
【０１４７】
　図２２は、本発明による幾つかの実施形態における、ＣＯ２レベル検出システムの動作
を示す流れ図である。図２２によれば、プロセッサ回路７２０は、呼吸回路の中の呼吸流
に可視光を放射し、色変化材料を通して第１の可視光センサ回路２０１５及び第２の可視
光センサ回路２０２０に突き当たるように可視光エミッタ回路を制御する（ブロック２２
００）。第１の可視光センサ回路２０１５及び第２の可視光センサ回路２０２０は、反応
部分２００５及び非反応部分２０１０によって生成されたそれぞれの色を検出する（ブロ
ック２２０５）。反応部分２００５は呼吸流内のＣＯ２に暴露されるのに反応して色が変
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化するのに対して、非反応部分２０１０は、それに比べて色変化を示さないことは更に理
解されよう。
【０１４８】
　プロセッサ回路７２０は、第１の可視光センサ回路２０１５及び第２の可視光センサ回
路２０２０によって生成されたデータにアクセスすることができる。詳細には、プロセッ
サ回路７２０は、第１の可視光センサ回路２０１５及び第２の可視光センサ回路２０２０
のそれぞれから色成分の形で色指示を受信することができる。例えば、プロセッサ回路７
２０は、第１の可視光センサ回路２０１５にアクセスして、反応部分２００５によって示
される色に関する赤色成分、緑色成分及び青色成分を引き出すことができる。同様に、プ
ロセッサ回路７２０は、非反応部分２０１０によって生成される色の指示を用いて第２の
可視光センサ回路２０２０から赤色成分、緑色成分及び青色成分を引き出すことができる
。
【０１４９】
　プロセッサ回路７２０は、色成分を利用して、補償しなければ色変化材料１００によっ
て示されるＣＯ２レベルの判断に影響を及ぼす場合がある有害なアーティファクトを補償
することもできる（ブロック２２１０）。例えば、プロセッサ回路７２０は、反応部分２
００５に関連付けられる色成分を非反応部分２０１０に関連付けられる色成分と比較する
ことができる（ブロック２２１５）。２組の色成分間の差が所定のしきい値未満である場
合には、プロセッサ回路７２０は、反応部分２００５が、例えば、その有効寿命を過ぎて
おり、交換されるべきであると判断することができる。詳細には、反応部分２００５は、
呼吸流に長期にわたって暴露されることに起因してＣＯ２で飽和する場合があり、それゆ
え、交換されるべきである。本発明による更に別の実施形態では、プロセッサ回路７２０
は、本明細書において記述されるような色成分の比較を用いて、反応部分２００５がＣＯ

２レベルを正確に判断するのに十分であるか否かの初期指示を与えることができる。さら
に、経時的に、プロセッサ回路７２０は、反応部分２００５及び非反応部分２０１０に関
連付けられる色成分の比較を用いて、色変化材料１００に関する「消耗」を監視すること
ができる。
【０１５０】
　プロセッサ回路７２０が、反応部分２００５がその有効寿命を過ぎていると判断する場
合には（ブロック２２１５）、プロセッサ回路７２０は、色変化材料（又は少なくとも反
応部分２００５）が交換されるべきであることを知らせるメンテナンスインジケータを生
成することができる。さらに、機能できる色変化材料１００が与えられ、初期化中にプロ
セッサ回路７２０によって試験されるまで、本発明による幾つかの実施形態におけるＣＯ

２レベル検出システムの動作を中止することができる。しかしながら、プロセッサ回路７
２０が、反応部分２００５の機能が十分であると判断する場合には（ブロック２２１５）
、プロセッサ回路７２０は、呼吸回路内で検出される周囲光を補償することもできる（ブ
ロック２２１７）。例えば、プロセッサ回路７２０は、第２の可視光センサ回路２０２０
に関連付けられるクリアチャネルにアクセスすることによって、周囲光基準成分２０３５
を求めることができる。本発明による他の実施形態では、プロセッサ回路７２０は、色基
準成分２０２５を結合して、周囲光の指示を与えることができる。その後、プロセッサ回
路７２０は、呼吸回路内の周囲光に関連付けられる任意の有害なアーティファクトを削減
し、反応部分２００５によって生成される本来の色のより正確な指示、それにより、呼吸
流内のＣＯ２レベルのより正確な指示を与えるために、周囲光を補償することができる。
【０１５１】
　その後、プロセッサ回路７２０は、色指示２０３０内の成分の互いの比と、色基準指示
２０２５内の成分の互いの比とを求めることができる。例えば、本発明による幾つかの実
施形態では、プロセッサ回路７２０は、経時的に収集された色基準指示２０２５及び色指
示２０３０のそれぞれの赤色成分を緑色成分で割った比を与えることができる（ブロック
２２２０）。
【０１５２】
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　プロセッサ回路７２０は、プロセッサ回路７２０によって生成される比に基づいて、呼
吸速度を求めるために、色基準指示２０２５及び色指示２０３０を毎秒少なくとも１０回
サンプリングするように構成することができる（ブロック２２２５）。例えば、プロセッ
サ回路７２０は、十分なデータセットが生成されるまで、第１の可視光センサ回路２０１
５及び第２の可視光センサ回路２０２０によって与えられるデータを繰り返しサンプリン
グすることができ、データセットは上記の比を含む。その後、比の値を経時的に調べて、
呼吸流の呼吸速度を求めることができる。詳細には、プロセッサ回路７２０は、それらの
比に対する３つの直接隣接する最小値又は最大値の位置を特定し、呼吸流内の少なくとも
１つの呼吸サイクルを識別することができる。最小比値又は最大比値間のタイミングを用
いて、呼吸速度を求めることができる。
【０１５３】
　プロセッサ回路７２０は、上記の比値を含むデータセットを用いて、呼吸流内のＣＯ２

レベルを求めるように構成される（ブロック２２３０）。例えば、本発明による幾つかの
実施形態では、プロセッサ回路７２０は、データセットを調べて、サイクル内の最小比値
とサイクル内の最大比値との間の差を表すピーク－ピーク値を計算することができる。本
発明による幾つかの実施形態では、プロセッサ回路７２０は、第１の可視光センサ回路２
０１５に関連付けられる比値（周囲光基準成分を補償されている）に基づいてＣＯ２レベ
ルを求めるように構成される。本発明による更に別の実施形態では、プロセッサ回路７２
０は、第１の可視光センサ回路２０１５に関連付けられる比のピーク－ピーク値及び最小
値の組み合わせに基づいてＣＯ２レベルを求めるように構成される。本発明による更に別
の実施形態では、プロセッサ回路７２０は、相対的に遅い呼吸速度中にピーク－ピーク値
手法を大きく重み付けして利用してＣＯ２レベルを求めるように構成され、一方、より速
い呼吸速度の時間中には最小比値を大きく重み付けすることができる。呼吸回路に呼吸流
が供給され、及び／又は少なくとも１つの反応部分２００５がプロセッサ回路７２０によ
って機能していると見なされる限り、上記のように動作を継続することができる（ブロッ
ク２２３５）。
【０１５４】
　図２３は、本発明による幾つかの実施形態における、呼吸回路内に含まれ、電気的に生
成された可視光に暴露される色変化材料１００と、その電子的検知との概略図である。図
２３によれば、プロセッサ回路７２０は、呼吸流を搬送する呼吸回路９０７内に可視光を
放射するように可視光エミッタ回路９０５を制御する。放射された可視光は呼吸流を通り
抜け、色変化材料１００に突き当たる。
【０１５５】
　色変化材料１００は、反応部分２００５と、反応部分２００５から離間して配置される
非反応部分２０１０とを含む。第１の可視光センサ回路２０１５が反応部分２００５に隣
接して位置決めされ、第２の可視光センサ回路２０２０は非反応部分２０１０に隣接して
位置決めされる。動作時に、放射された可視光の第１の部分が反応部分２００５を通り抜
け、第１の可視光センサ回路２０１５に突き当たる。対照的に、放射された可視光の第２
の部分が非反応部分２０１０を通り抜け、第２の可視光センサ回路２０２０に突き当たる
。
【０１５６】
　第１の可視光センサ回路２０１５及び第２の可視光センサ回路２０２０は、他のセンサ
回路によって与えられる放射された可視光の部分に起因するアーティファクトを削減する
ように、反応部分２００５及び非反応部分２０１０に対して位置決めされることは理解さ
れよう。例えば、第１の可視光センサ回路２０１５は、非反応部分２０１０を通り抜ける
放射された可視光の第２の部分を全く受光しないように遮断することができる。同様に、
第２の可視光センサ回路２０２０は、反応部分２００５を通り抜ける放射された可視光の
第１の部分を全く受光しないように遮断することができる。したがって、第１の可視光セ
ンサ回路２０１５及び第２の可視光センサ回路２０２０によって与えられる信号は、色変
化材料１００の関連付けられる部分を通り抜ける放射された可視光の部分のみに、より大



(44) JP 2015-509819 A 2015.4.2

10

20

30

40

50

きく起因することができる。プロセッサ回路７２０は、第１の可視光センサ回路２０１５
及び第２の可視光センサ回路２０２０にアクセスして、本明細書において記述されるデー
タセットを与えることができ、そのデータセットを用いて、本発明による幾つかの実施形
態において、ＣＯ２レベルを求めることができる。図２３に示される実施形態は、例えば
、図９に示されるような種々の要素を含むことがあり、本明細書において記述される色変
化材料１００の構成及び組成物のいずれかを用いて動作することができる。
【０１５７】
　図２４は、本発明による幾つかの実施形態における、呼吸回路内に含まれ、電気的に生
成された可視光に暴露される色変化材料と、その電子的検知との概略図である。図２４に
よれば、プロセッサ回路７２０は、放射された可視光を反射体１０１１に与えるように可
視光エミッタ回路７０５を動作させ、反射体は放射された可視光を反応部分２００５及び
非反応部分２０１０上に反射する。放射された可視光の第１の部分が反応部分２００５を
通り抜け、第１の可視光センサ回路２０１５に突き当たる。対照的に、放射された可視光
の第２の部分が非反応部分２０１０を通り抜け、第２の可視光センサ回路２０２０に突き
当たる。上記のように、第１の可視光センサ回路２０１５及び第２の可視光センサ回路２
０２０は、放射された可視光の任意の意図していない部分を受光しないように遮断される
。動作時に、プロセッサ回路７２０は、第１の可視光センサ回路２０１５及び第２の可視
光センサ回路２０２０にアクセスしてデータセットを与えることができ、そのデータセッ
トに基づいて、本発明による幾つかの実施形態においてＣＯ２レベルを求めることができ
る。図２４に示される実施形態は、例えば、図８に示されるような種々の要素を含むこと
があり、本明細書において記述される色変化材料１００の構成及び組成物のいずれかを用
いて動作することができる。
【０１５８】
　図２５は、本発明による幾つかの実施形態における、サイドストリーム構成による、呼
吸回路内にあり、電子的に生成された可視光に暴露される色変化材料と、その電子的検知
とを含む、ＣＯ２検出システム２５００の概略図である。図２５によれば、システム２５
００は、本明細書において記述されるような、プロセッサ回路と、可視光エミッタ回路と
、色変化材料１００と、可視光センサ回路とを含みうる。図２５は、呼吸回路の反対側に
ある可視光エミッタ回路及び可視光センサ回路を示すが、図２５に示されるサイドストリ
ーム構成との関連において、可視光エミッタ回路、可視光センサ回路及び色変化材料の任
意の構成を利用できることが更に理解されるであろう。
【０１５９】
　図２５に更に示されるように、ＣＯ２検出システム２５００に呼吸流を与えるために、
ＣＯ２検出システム２５００に結合するようにポンプ２５０５が構成される。ポンプ２５
０５は主呼吸流に結合され、ポンプ２５０５は、主呼吸流から、ＣＯ２検出システム２５
００に呼吸流を与える。本発明による幾つかの実施形態では、ＣＯ２検出システム２５０
０は、ポンプ２５０５とともにキットの中に設けることができるか、又はＣＯ２検出シス
テム２５００は、ポンプ２５０５とは別に設けることができることは更に理解されよう。
図２５に示されるＣＯ２検出システム２５００は、米国特許出願公開第２０１２／０２１
５１２５号において記述される構成等の、任意のタイプのサイドストリーム構成とともに
用いることができ、その開示全体が引用することにより本明細書の一部をなすものとする
。
【０１６０】
　図２６は、本発明による幾つかの実施形態における、開放呼吸環境における、電子的に
生成された可視光に暴露される色変化材料と、その電子的検知とを含む、ＣＯ２検出シス
テム２６００の概略図である。図２６によれば、ＣＯ２検出システム２６００は、可視光
エミッタ回路７０５が可視光センサ回路２５１５及び２５２０に対して呼吸回路の反対側
に位置決めされる構成において示される。しかしながら、開放呼吸環境において、本明細
書において記述されるＣＯ２検出システムの任意の構成を利用できることは理解されよう
。図２６によれば、ＣＯ２検出システム２６００は、呼吸流がＣＯ２検出システム２６０
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０に与えられるように、被検者の鼻又は口（又は被検者の任意の呼吸流源）に隣接して位
置することができる。
【０１６１】
　ＣＯ２検出システム２６００のハウジング２６０５の一部がＣＯ２検出システム２６０
０に呼吸流を供給するための開放呼吸回路を与えることができるように、ＣＯ２検出シス
テム２６００を呼吸流に隣接して設けることができることは理解されよう。取外し可能カ
ートリッジ２６１０がＣＯ２検出システムのハウジング２６０５に挿入されるときに、反
応部分及び非反応部分がそれぞれ適切な可視光センサ回路２０１５、２０２０と位置合わ
せされるように、取外し可能カートリッジ２６１０が色変化材料１００の反応部分及び非
反応部分を収容できることは更に理解されよう。例えば、取外し可能カートリッジ２６１
０がハウジング２６０５に挿入されるとき、反応部分２００５が第１の可視光センサ回路
２０１５と位置合わせされ、非反応部分２０１０が第２の可視光センサ回路２０２０と位
置合わせされる。動作時に、可視光エミッタ回路７０５によって放射された光は反応部分
及び非反応部分を通り抜け、その部分に関連付けられる可視光センサ回路のそれぞれ一方
に突き当たる。プロセッサ回路７２０は、センサ回路２０１５及び２０２０によって与え
られる信号からデータセットを生成し、本明細書において記述されるような本発明の実施
形態に従ってＣＯ２レベルを求めることができる。図２６に示される開放呼吸環境におい
て、本明細書において記述される他の構成も利用できることも理解されよう。さらに、図
２６によって示される実施形態は、例えば、図１４～図１６に記述されるような種々の要
素及び動作を含むことがあり、本明細書において記述される色変化材料１００の構成及び
組成物のいずれかを用いて動作することができる。
【０１６２】
　図２７～図３１は、本発明による幾つかの実施形態における、呼吸回路９０７に対する
反応部分及び非反応部分を含む色変化材料の種々の構成を示す。図２７では、色変化材料
１００は、同じ色変化材料１００の一部として反応部分２００５及び非反応部分２０１０
を含み、それぞれの部分間に隔離板２７０５が位置し、色変化材料１００の各部分に関連
付けられるそれぞれの可視光センサ回路を遮断する。したがって、反応部分２００５は色
変化指標（及び本明細書において記述されるような他の材料）によって処理することがで
きるのに対して、非反応部分２０１０は、同じレベルのＣＯ２に暴露されるときに非反応
部分によって示される色変化が反応部分２００５よりも小さいように、少なくとも幾つか
の成分を欠いている場合がある。幾つかの実施形態では、非反応部分２０１０は、最初に
色変化指標を用いて処理することができるが、反応しなくなるように抑制することができ
る。
【０１６３】
　図２８では、色変化材料を同種の細片とすることができるように、色変化材料１００は
、反応部分２００５及び非反応部分２０１０がいずれも同じ色変化指標（及び他の成分）
を含むように処理することができる。しかしながら、図２８に更に示されるように、非反
応部分２０１０は、非反応部分２０１０を呼吸回路内のＣＯ２環境から分離する材料２８
０５で被覆することができる。したがって、非反応部分２０１０は材料２８０５を含みう
る。
【０１６４】
　図２９では、色変化材料１００は、反応部分２００５及び非反応部分２０１０を含み、
いずれの部分も図２８を参照しながら上記で記述されたように、色変化指標及び他の成分
を用いて処理される。しかしながら、図２９に更に示されるように、非反応部分２０１０
を呼吸流から隔離するために、呼吸回路９０７の材料壁上にハウジング２９０５が設けら
れる。
【０１６５】
　図３０に示されるように、色変化材料は、反応部分２００５及び非反応部分２０１０を
含み、さらに、図２８及び図２９を参照しながら上記で記述されたように、色変化材料１
００が、色変化指標及び他の成分からなる同種の細片であるように設けられる。しかしな
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がら、図３０に更に示されるように、呼吸回路９０７は、非反応部分２０１０が呼吸流か
ら分離されるように、非反応部分２０１０を呼吸回路９０７の外側に位置決めできるよう
にするスロット３００５を含む。
【０１６６】
　図３１では、色変化材料１００は２つの別の部品内に設けられ、反応部分２００５は呼
吸回路９０７の内側に位置し、呼吸流に暴露されるのに対して、非反応部分２０１０は、
呼吸回路９０７の外側に位置し、それゆえ、呼吸回路から隔離される。動作時に、非反応
部分２０１０及び反応部分２００５は、それぞれの可視光センサ回路が遮断されるように
位置決めされる。本発明による幾つかの実施形態では、図２７～図３１に示される構成の
任意の組み合わせを用いることができることも理解されよう。図２７～図３１によって示
される色変化材料１００の構成は、図３～図６に示される構成のいずれにおいても実現す
ることができ、本明細書において記述されるＣＯ２検出システムのいずれにおいても用い
ることができることは更に理解されよう。
【０１６７】
　種々の要素を記述するために本明細書において第１、第２の等の用語が用いられる場合
があるが、これらの要素はこれらの用語によって制限されるべきでないことは理解されよ
う。これらの用語は、要素を区別するために用いられるにすぎない。本発明の主題の範囲
から逸脱することなく、例えば、第１の要素を第２の要素と呼ぶことができ、同様に、第
２の要素を第１の要素と呼ぶことができる。本明細書において用いられるときに、「及び
／又は」という用語は、関連して列挙される物品のうちの１つ以上の物品のありとあらゆ
る組み合わせを含む。
【０１６８】
　要素が互いに「接続される」又は「結合される」と言われるとき、その要素は他の要素
に直接接続若しくは結合することができるか、又は介在する要素が存在する場合があるこ
とは理解されよう。対照的に、要素が互いに「直接接続される」又は「直接結合される」
と言われるとき、介在する要素は存在しない。
【０１６９】
　要素又は層が別の要素又は層の「上に」存在すると言われるとき、その要素若しくは層
は別の要素若しくは層の上に直接存在することができるか、又は介在する要素若しくは層
が存在する場合もあることは理解されよう。対照的に、要素が別の要素又は層の「上に直
接」存在すると言われるとき、介在する要素又は層は存在しない。本明細書において用い
られるときに、「及び／又は」という用語は、関連して列挙される物品のうちの１つ以上
の物品のありとあらゆる組み合わせを含む。
【０１７０】
　「下方」、「下」、「下側」、「上方」、「上側」等の空間的に相対的な用語は、図に
示されるような１つの要素又は機構と別の要素（複数の場合もある）又は機構（複数の場
合もある）との関係を説明するのを容易にするために、本明細書において用いられる場合
がある。空間的に相対的な用語は、図に示される向きに加えて、使用中又は動作中のデバ
イスの異なる向きを含むことを意図していることは理解されよう。明細書全体を通して、
図面における同じ参照符号は同じ要素を表す。
【０１７１】
　本発明の主題の実施形態は、本発明の主題の理想化された実施形態の概略図である平面
図及び斜視図を参照しながら本明細書において記述される。したがって、例えば、製造技
法及び／又は公差の結果として図示される形状から変化することが予想されることになる
。したがって、本発明の主題は、本明細書において図示される物体の特定の形状に限定さ
れると解釈されるべきではなく、例えば、製造から生じる形状の偏差を含むべきである。
したがって、図に示される物体は実際には概略図であり、その形状は、デバイスの領域の
実際の形状を図示することを意図するものではなく、本発明の主題の範囲を制限すること
も意図していない。
【０１７２】
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　本明細書において用いられる用語は、特定の実施形態を説明することだけを目的として
おり、本発明の主題を制限することは意図していない。本明細書において用いられるとき
に、単数形「１つの（a、an）」及び「その（the）」は、文脈において他に明示されない
限り、複数形も含むことを意図している。本明細書において用いられるときに、「備える
、含む（comprises、comprising、includes及び／又はincluding）」は、言及された特徴
、整数、ステップ、動作、要素及び／又は構成要素の存在を指定するが、１つ以上の他の
特徴、整数、ステップ、動作、要素、構成要素及び／又はそのグループの存在又は追加を
除外しないことは更に理解されよう。
【０１７３】
　他に定義されない限り、本明細書において用いられる全ての用語（科学技術用語を含む
）は、本発明の主題が属する技術分野において当業者によって一般的に理解されるのと同
じ意味を有する。本明細書において用いられる用語は、本明細書の文脈及び関連する技術
分野においてそれらの用語が意味するのと一致する意味を有するように解釈されるべきで
あり、本明細書において明確に定義されない限り、理想化された意味又は過度に形式張っ
た意味に解釈されるべきでないことは更に理解されよう。「複数の」という用語は、参照
される物品のうちの２つ以上を指すために本明細書において用いられる。
【０１７４】
　本明細書において用いられるときに、発光デバイスという用語は、発光ダイオード、レ
ーザダイオード及び／又は他の半導体デバイスを含む場合があり、それらのデバイスは、
シリコン、炭化シリコン、窒化ガリウム及び／又は他の半導体材料を含みうる１つ以上の
半導体層と、サファイア、シリコン、炭化シリコン及び／又は他の超小型電子基板を含み
うる基板と、金属及び／又は他の導電層を含みうる１つ以上のコンタクト層とを含むこと
が理解されるであろう。
【０１７５】
　当業者によって理解されるように、本開示の態様は、任意の新規で有用なプロセス、機
械、製造工程、若しくは物質の組成、又は任意の新規で有用なその改善を含む、幾つかの
特許性のある種類又は状況のうちの任意のものにおいて、本明細書において図示及び説明
することができる。したがって、本開示の態様は、完全にハードウェアで、完全にソフト
ウェアで（ファームウェア、常駐ソフトウェア、マイクロコード等を含む）、又はソフト
ウェア及びハードウェアの実施態様を組み合わせて実現することができ、それらは全て、
本明細書において概して「回路」、「モジュール」、「構成要素」又は「システム」と呼
ぶことができる。さらに、本開示の態様は、その上に具現されたコンピュータ可読プログ
ラムコードを有する１つ以上のコンピュータ可読媒体を含むコンピュータプログラム製品
の形をとることもできる。
【０１７６】
　１つ以上のコンピュータ可読媒体の任意の組み合わせを用いることができる。コンピュ
ータ可読媒体は、コンピュータ可読信号媒体又はコンピュータ可読記憶媒体とすることが
できる。コンピュータ可読記憶媒体は、例えば、限定はしないが、電子、磁気、光、電磁
気又は半導体システム、装置若しくはデバイス、又は上記の任意の適切な組み合わせとす
ることができる。コンピュータ可読記憶媒体の更に具体的な例（包括的でないリスト）は
、以下のもの、すなわち、ポータブルコンピュータディスケット、ハードディスク、ラン
ダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、リードオンリーメモリ（ＲＯＭ）、消去及びプログラム
可能リードオンリーメモリ（ＥＰＲＯＭ又はフラッシュメモリ）、中継器を備える適切な
光ファイバ、ポータブルコンパクトディスクリードオンリーメモリ（ＣＤ－ＲＯＭ）、光
ストレージデバイス、磁気ストレージデバイス、又は上記の任意の適切な組み合わせを含
む。本明細書の文脈において、コンピュータ可読記憶媒体は、命令実行システム、装置若
しくはデバイスによって使用するためのプログラム、又は命令実行システム、装置若しく
はデバイスに関連するプログラムを含むか又は記憶することができる任意の有形媒体とす
ることができる。
【０１７７】
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　コンピュータ可読信号媒体は、例えば、ベースバンドにおいて、又は搬送波の一部とし
て、本明細書において具現されるコンピュータ可読プログラムコードを伴って伝搬するデ
ータ信号を含みうる。そのような伝搬する信号は、限定はしないが、電磁気、光、又はそ
の任意の適切な組み合わせを含む、種々の形のいずれかをとることができる。コンピュー
タ可読信号媒体は、コンピュータ可読記憶媒体ではなく、命令実行システム、装置若しく
はデバイスによって使用するためのプログラム、又は命令実行システム、装置若しくはデ
バイスに関連するプログラムを通信、伝搬又は移送することができる任意のコンピュータ
可読媒体とすることができる。コンピュータ可読信号媒体上で具現されるプログラムコー
ドは、限定はしないが、無線、有線、光ファイバケーブル、ＲＦ等、又は上記の任意の適
切な組み合わせを含む、任意の適切な媒体を用いて送信することができる。
【０１７８】
　本開示の態様は、本開示の実施形態による、方法、装置（システム）及びコンピュータ
プログラム製品の流れ図及び／又はブロック図を参照しながら本明細書において記述され
る。流れ図及び／又はブロック図の各ブロック、及び流れ図及び／又はブロック図内のブ
ロックの組み合わせをコンピュータプログラム命令によって実施できることは理解されよ
う。コンピュータのプロセッサ又は他のプログラマブル命令実行装置を介して実行される
命令が、流れ図及び／又はブロック図の１つ以上のブロックにおいて指定される機能／動
作を実施するための機構を作り出すように、これらのコンピュータプログラム命令を汎用
コンピュータ、専用コンピュータ又は他のプログラマブルデータ処理装置のプロセッサに
与え、１つの機械を生み出すことができる。
【０１７９】
　実行されると、コンピュータ、他のプログラマブルデータ処理装置、又は他のデバイス
が特定の態様で機能するように指示することができるこれらのコンピュータプログラム命
令は、コンピュータ可読媒体に記憶することもできる。それによって、実行されると、コ
ンピュータに流れ図及び／又はブロック図の１つ以上のブロックにおいて指定された機能
／動作を実施させる命令を含む命令が、コンピュータ可読媒体に記憶されるときに１つの
製品を生み出す。また、一連の動作ステップがコンピュータ、他のプログラマブル装置又
は他のデバイス上で実行されるように、コンピュータプログラム命令をコンピュータ、他
のプログラマブル命令実行装置又は他のデバイス上にロードして、コンピュータ又は他の
プログラマブル装置上で実行される命令が、流れ図及び／又はブロック図の１つ以上のブ
ロックにおいて指定された機能／動作を実施するためのプロセスを提供するようなコンピ
ュータ実施プロセスを生み出すこともできる。
【０１８０】
　図面及び明細書には、本発明の主題の通常の好ましい実施形態が開示されており、特定
の用語が利用されるが、それらの用語は、限定するためではなく、一般的かつ説明的な意
味においてのみ用いられており、本発明の主題の範囲は添付の特許請求の範囲において記
載される。
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